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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（１）連結経営指標等  

（注） １．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

３．96、98期の自己資本利益率及び株価収益率については当期純損失のため記載しておりません。 

               

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

営業収益(百万円) 17,368  16,512  16,629  12,321  11,899  

経常損益(百万円) △1,481  △150  159  △94  △156  

当期純損益(百万円) △260  499  △647  60  14  

純資産額(百万円） 1,961  2,733  2,143  2,195  2,270  

総資産額(百万円) 25,243  22,275  22,854  19,146  18,801  

１株当たり純資産額(円) 98.13  113.41  107.25  109.87  113.62  

１株当たり当期純損益金額

(円) 
△13.01  24.86  △32.42  3.04  0.69  

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益金額(円） 
― ― ― ― ―

自己資本比率(％) 7.8  12.3  9.4  11.5  12.1  

自己資本利益率（％） ― 21.3  ― 2.8  0.6  

株価収益率（倍） ― 5.0  ― 48.7  333.3  

営業活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
725  △531  1,151  △840  1,713  

投資活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
850  2,127  643  8  △499  

財務活動による 

キャッシュ・フロー(百万

円） 

△1,271  △2,125  50  △1,432  △590  

現金及び現金同等物の 

期末残高(百万円) 
3,058  2,529  4,374  2,109  2,732  

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

1,435  

（214）

1,375  

（301）

1,268  

（252）

1,168  

（304） 

1,100  

（298）



（２）提出会社の経営指標等 

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

   ３．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

   

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

営業収益(百万円） 3,644  3,212  2,797  2,715  2,583  

経常損益(百万円) △1,392  28  66  31  148  

当期純利益(百万円) 405  19  45  24  363  

資本金(百万円） 1,000  1,000  1,000  1,000  1,000  

発行済株式総数(株) 20,000,000  20,000,000  20,000,000  20,000,000  20,000,000  

純資産額(百万円） 1,269  1,493  1,589  1,594  1,990  

総資産額(百万円) 18,417  15,982  17,762  14,257  15,160  

１株当たり純資産額（円） 63.45  74.70  79.55  79.82  99.61  

１株当たり配当額(円) 

（内１株当たり中間配当額） 

― 

（ ― ） 

―

（ ― ）

―

（ ― ）

― 

（ ― ） 

―

（ ― ）

１株当たり当期純利益金額

（円） 
20.27  0.98  2.30  1.20  18.18  

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
― ― ― ― ―

自己資本比率(％) 6.9  9.3  9.0  11.2  13.1  

自己資本利益率（％） 31.9  1.4  3.0  1.5  20.3  

株価収益率（倍） 7.1  127.6  61.3  123.3  12.7  

配当性向（％） ― ― ― ― ―

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

157  

（  38） 

116  

（ 12）

111  

（ 56）

106  

（ 48） 

99  

（ 44）



２【沿革】 

  

 

   

当社の前身は明治21年４月６日に設立された「京都電燈会社」であります。兵庫県北部、京都府、滋賀

県、福井県において発電、給配電を主事業としておりました。第２次大戦の国策協力の名のもとに昭和16年

８月30日配電統制令が施行され、発送電部門を「日本発送電株式会社」に、配電部門を「関西配電株式会

社」と「北陸配電株式会社」に出資、残る電鉄部門（越前線、嵐山線、叡山線）を継承して、京福電気鉄道

株式会社が昭和17年３月２日に設立されました。 

  その主な変遷と当社の関係会社の変遷は次のとおりであります。 

  

年       月 京福電気鉄道㈱ 主要な関係会社 

昭和15年 12月   福井交通㈱設立。
16年 ６月   丸岡バス㈱設立。〔現：京福バス㈱〕 
17年 ３月 京福電気鉄道㈱設立。(資本金1,200万円 )営業

路線55.2ｋｍ〔 嵐山線11.4ｋｍ、叡山線6.9ｋ
ｍ、架空索道線0.6ｋｍ、越前線36.3ｋｍ〕 

 

  ８月 鞍馬電気鉄道㈱〔8.8ｋｍ〕、三国芦原電鉄㈱
〔25.8ｋｍ〕を合併。 

 

19年 12月 永平寺鉄道㈱〔24.6ｋｍ〕、丸岡鉄道㈱〔7.5
ｋｍ〕を合併。 

 

21年 ８月   京都バス㈱設立。
23年 11月 福井にて一般乗合自動車運送事業を開始。  
24年 ５月 大阪証券取引所第１部銘柄及び京都証券取引所

市場銘柄へ上場。 
 

26年 ２月 福井にて一般貸切自動車運送事業を開始。  
27年 11月   三国観光産業㈱設立。 
31年 ７月 叡山架空索道（四明嶽～比叡山頂0.5ｋｍ）営

業開始。 
 

33年 ７月 北野線の一部（北野～白梅町間0.4ｋｍ）を廃
止。 

 

36年 ８月   ㈱小舟渡かまぶろ温泉設立。 
37年 ３月   京福タクシー㈱設立。 

（京福電気鉄道㈱のタクシー部門を分離して、昭
和タクシー㈱に芦原、丸岡、本町、橋南の4社を吸
収合併して設立。） 

  10月   京福興業㈱設立。
38年 ７月   東尋坊温泉観光㈱設立。 
  ８月 福井県乗合自動車㈱を合併。  

39年 ３月 福井にて定期観光バス営業開始。  
40年 12月   京都バスタクシー㈱設立。 

（京都バス㈱のタクシー部門が分離独立して新会
社を設立。） 

昭和41年 10月   京福タクシー㈱を三分割。 
（京福観光タクシー㈱〔現在のケイカン交通㈱、
京福橋南タクシー㈱を設立。〕） 

  11月   福井システムズ㈱設立。 
第一技術開発㈱設立。 

42年 ４月   ㈱福井京福観光社設立。 
43年 ７月 丸岡線（7.6ｋｍ）を廃止。  
44年 ９月 永平寺線の一部（金津～東古市間18.4ｋｍ）を

廃止。 
ファーストリネンサプライ㈱設立。 
（京都バス㈱の新規事業開発目的のため設立。） 

45年 ２月   京福建設㈱設立。
46年 ６月   京福興産㈱設立。

（㈱福井京福観光社が旅行斡旋部門とその他の事
業部門を分離し、その他を継承した。） 

49年 ７月   ㈱レディースホテル設立。 



  

  

年       月 京福電気鉄道㈱ 主要な関係会社 

49年 ８月 越前本線の一部（勝山～京福大野間8.6ｋ
ｍ）を廃止。 

 

  11月   ダイコー産業㈱設立。
（福井交通㈱の100％子会社） 

51年 ９月 大野交通自動車㈱の乗合バス部門譲受。  

55年 11月   京福商事㈱設立。
  12月   比叡産業㈱設立。

60年 ７月 叡山平坦線の経営を主目的として叡山電鉄
㈱を設立。 

 

61年 ２月 大阪証券取引所市場第１部銘柄から第２部
銘柄へ上場指定替え。 

 

  ４月 叡山本線及び鞍馬線の鉄道事業を叡山電鉄
㈱へ譲渡。 

 

平成３年 11月 叡山電鉄㈱の株式60％を京阪電気鉄道㈱へ
譲渡。 

 

５年 12月   京都バス㈱、第三者割当による新株発行。引受
先は京阪電気鉄道㈱。京阪電気鉄道㈱の持株比
率は23.1％。 

６年 ２月   京福タクシー㈱、京福橋南タクシー㈱と合併。

９年 10月   比叡産業㈱は京福電気鉄道㈱の経営する比叡山
頂遊園及び人工スキー場の営業を受託。 

12年 
  

４月 
  
バス事業を京福バス㈱へ営業譲渡。 丸岡バス㈱は京福電気鉄道㈱からバス事業を譲

り受け、商号を京福バス㈱に変更。 

  
  

５月   京阪電気鉄道㈱と共同して㈱ガーデンミュージ
アム比叡を設立。持株比率は40％。 

平成13年  10月 越前線鉄道事業廃止届を国土交通省へ提
出。 

 

   12月 比叡産業㈱を合併。 比叡産業㈱が京福電気鉄道㈱に合併。 
平成14年  ３月 叡山電鉄㈱の株式40％を京阪電気鉄道㈱へ

譲渡。 
 

  ７月 
９月 

嵐山線運賃改定実施。（200円均一運賃）
㈱レディースホテルを合併。 

 
㈱レディースホテルが京福電気鉄道㈱に合併。 

   10月 越前線鉄道事業について、えちぜん鉄道㈱
と営業譲渡契約締結。 
永平寺線（東古市～永平寺間6.2ｋｍ）を廃
止。 

  

平成15年  ２月 えちぜん鉄道㈱へ永平寺線を除く越前本線
及び三国芦原線の鉄道事業を譲渡。 

㈱小舟渡かまぶろ温泉清算。 

平成16年 ２月   京福建設㈱を存続会社とした京福興業㈱の吸収
合併並びに京福商事㈱の一部事業の京福建設㈱
への吸収分割及び、京福建設㈱の商号を㈱京福
コミュニティサービスに変更。 
京福商事㈱を存続会社としたダイコー産業㈱の
吸収合併。 
三国観光産業㈱を存続会社とした東尋坊温泉観
光㈱の吸収合併。 
京福興産㈱から㈱福井京福観光社へ一部事業を
営業譲渡し、㈱福井京福観光社の商号を㈱京福
エージェンシーに変更。 

  ３月   福井システムズ㈱の全株式譲渡。 
  ４月   京福リムジンバス㈱設立。 

平成17年 
  

平成18年 

３月 
５月 
２月 

  
八瀬かまぶろ喜鶴亭閉館。 

ファーストリネンサプライ㈱全株式譲渡。 
  
京福興産㈱増資。 



３【事業の内容】 

  

  

当社は京阪電気鉄道株式会社の連結子会社であり、当社グループは当社（京福電気鉄道株式会

社）及び子会社13社で構成されており、運輸業、不動産業、レジャー・サービス業、その他の事業

を主たる業務としております。 

当社グループの営んでいる主要な事業内容及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりで

あります。 

  

  

（１）運輸業（８社） 

事業の内容 会社名 

鉄軌道事業 

バス事業 

タクシー業 

当社 

京都バス㈱、京福バス㈱、京福リムジンバス㈱ 

京都バスタクシー㈱、京福タクシー㈱、ケイカン交通㈱、福井交通㈱ 

  

（２）不動産業（３社） 

事業の内容 会社名 

不動産賃貸業 

不動産分譲業 

当社、三国観光産業㈱、京福興産㈱ 

当社 

  

（３）レジャー・サービス業（３社） 

事業の内容 会社名 

旅行業・広告代理店業 

ホテル業 

飲食業 

㈱京福エージェンシー 

当社、三国観光産業㈱ 

当社 

  

（４）その他の事業（３社） 

事業の内容 会社名 

建設業・保険代理業 

測量・設計業 

物販業・自動車整備業 

㈱京福コミュニティサービス 

第一技術開発㈱ 

京福商事㈱ 

  

（注） 

  

当社は三国観光産業㈱に対し、不動産の賃貸等を行っております。 

      

      



４【関係会社の状況】 
  

  
（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 
   ２．※１：特定子会社に該当しております。 
   ３．※２：有価証券報告書を提出しております。 
   ４．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合を記載しております。 
   ５．※３：次の会社については、売上高（連結子会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えて

おります。 
  
主要な損益情報等 

  

名称 住所 
資本金
（百万円） 

主要な事業の内容
議 決 権 の 所
有 割 合 又は 
被 所 有 割 合 

関係内容 

（連結子会社）         

京都バス㈱※１、３ 京都市右京区 330 運輸業 76.92% 役員の兼任あり。 

京都バスタクシー㈱ 京都市南区  20 運輸業
76.92% 
(76.92%) 

  

京福タクシー㈱ 福井県福井市  25 運輸業 100% 
役員の兼任あり。 
資金援助あり。 

ケイカン交通㈱ 福井県あわら市  32 運輸業 100% 役員の兼任あり。 

福井交通㈱ 福井県福井市  40 運輸業 100% 役員の兼任あり。 

京福バス㈱※１、３ 福井県福井市 325 運輸業 100% 
役員の兼任あり。 
資金援助あり。 

三国観光産業㈱※１、３ 福井県坂井市  30
不動産業
レジャー・サービス業 79.08% 

施設の賃貸 
役員の兼任あり。 

㈱京福エージェンシー 福井県福井市  30 レジャー・サービス業
92.59% 
(100%) 

  

京福興産㈱ 福井県福井市  160 不動産業 100% 役員の兼任あり。 

京福商事㈱ 福井県福井市  36 その他の事業
82.19% 
(100%) 

  

㈱京福コミュニティサービス 福井県福井市 60 その他の事業 100% 
役員の兼任あり。 
資金援助あり。 

第一技術開発㈱ 福井県福井市 10 その他の事業 100% 役員の兼任あり。 

京福リムジンバス㈱ 石川県加賀市 30 運輸業
100% 
(100%) 

  

（親会社）         

京阪電気鉄道㈱※２ 大阪市中央区 51,466 運輸業
議決権の

被 所 有 割 合 
43.55% 

役員の兼任あり。 

会社名 売上高 経常損益 当期純利益 純資産額 総資産額
  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
京都バス㈱ 2,263 50 14 802 2,128
京福バス㈱ 2,671 △271 37 424 2,056
三国観光産業㈱ 2,385 26 26 1,437 1,706



５【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

  

（２）提出会社の状況 

  

（３）労働組合の状況 

  

    京福電鉄京都労働組合・京福労働組合は、それぞれ日本私鉄労働組合総連合会に属しております。 

   なお、労使間において特記すべき事項はありません。 

 （平成18年３月31日現在） 

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数 （人） 

運輸業 939 （ 176 ） 

不動産業 15 （  ― ） 

レジャー・サービス業 71 （  69 ） 

その他の事業 63 （  46 ） 

全社（共通） 12 （   7 ） 

合計 1,100 （ 298 ） 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を外数（ ）で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。 

（平成18年３月31日現在） 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 

99人（44人） 37.5歳 15.2年 4,362,260円 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を外数（ ）で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

  

 

（１）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰があったものの、好調な企業収益を反映して

設備投資が増加傾向にあるなか、雇用・所得環境の改善を背景として個人消費が堅調に推移するなど、

景気の回復基調が持続しました。 

このような状況のもと、当社グループにおきましては、「再生 京福」を経営方針として、お客様本

位の視点を徹底し、京都地区並びに福井地区における沿線の価値を高めるべく、「京都嵐山花灯路」の

誘致、協賛をはじめとする各種プロジェクトの実施、鉄道、バスをはじめ、三国競艇場、三国観光ホテ

ルの施設の拡充などを推進いたしました。また、厳しさを増している福井地区における運輸事業におき

ましては、福井市内の路線バスダイヤを全面的に見直しするなど、競争力を強化し、収益力の向上に取

り組みました。一方、財務体質の強化を図るため、資産効率の低い不動産の売却を実施するとともに、

事業用資産の流動化にも取り組み、収益力に見合った水準まで有利子負債を圧縮する努力を継続して実

施いたしました。 

このような事業活動の結果、当社グループの成績は、以下の通りとなりました。 

営業収益は118億９千９百万円（前連結会計年度比3.4％減）となり、営業利益は４千６百万円（前連

結会計年度比53.6％減）となりました。これに営業外収益並びに営業外費用を加減した経常損益は、１

億５千６百万円（前連結会計年度比65.1％減）の損失となりました。これに特別利益並びに特別損失を

加減し、さらに法人税等調整額などを控除した結果、当期純利益は１千４百万円（前連結会計年度比

76.2％減）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

なお、金額は消費税抜きで記載しております。 

  

①（運輸業） 

鉄軌道事業では、当社嵐山駅周辺において、紅葉シーズンには寺院の夜間ライトアップが華やかに実

施され、引き続き初冬には、今年度初めて「京都 嵐山花灯路」を誘致、協賛し、お客様に嵐山の異な

った情緒をそれぞれ堪能していただきました。北野線におきましては、春の恒例となってまいりました

高雄口～鳴滝間の桜のライトアップが好評を博しました。また、特典を充実させた「嵐電一日フリーき

っぷ」のリニューアルや初詣乗車券「福くるきっぷ」など各種企画乗車券を発売し、お客様の利用拡大

を図りました。 

バス事業におきましては、京福バス㈱が昨年８月に福井市内の路線バスの収支改善を図るため、路線

の統廃合、ダイヤの変更を実施する一方、福井市内２３０円区間内「一日フリーパス」「フリー定期」

の新設や、福井駅前停留所の乗り場変更などを行い、お客様の利用促進に努めました。また、高速バス

として昨年2月に「中部国際空港線」を開設したほか、昨年3月から開催されました「愛知万博」に合わ

せて「エキスポライナー」を運行し、予想以上の好成績を収めました。京都バス㈱では昨年５月に新規

路線・白川線の運行を開始するとともに契約輸送の拡大などにより増収となりました。 

タクシー業では、福井地区の３社でシンボルマークの統一、共通チケットの発行並びに遠距離運賃割

引などの連携した営業施策を展開したほか、福井交通㈱が車椅子仕様車を導入するなど、お客様に安全

で快適なサービスを提供いたしました。 

以上の結果、運輸業全体の営業収益は、78億５千２百万円となり前年同期と比べ４千万円（0.5％）

の増収となり、営業損失は２億３千２百万円となり前年同期と比べ４千３百万円（23.2％）の減益とな

りました。 

  

  

  



  

（提出会社の鉄軌道事業の運輸成績表） 

（業種別営業成績） 

  

（業種別営業成績） 

  

種    別 単  位 
当連結会計年度 

(17.４.１～18.３.31) 
  

対前期増減率 
営  業   日  数 日 365 0.0％ 

営 業 キ ロ 程 キロ 12.3 －  

車両 走 行 キロ 千キロ   939 △0.1  

輸  送 
人  員 

定          期 千人 1,876 2.6  

定    期    外 〃 4,734 △3.1  

計 〃 6,611 △1.5  

旅 客 
運 輸 
収 入 

定          期 百万円 194 0.4  

定    期    外 〃 877 △0.2  

計 〃 1,071 △0.1  

運   輸   雑   収 〃 85 3.9  

運 輸 収 入 合 計 〃 1,157 0.2  

乗   車   効   率  ％ 34.3 14.3  

種    別 
当 連 結 会 計 年 度 
(17.４.１～18.３.31) 

営 業 収 益 対前期増減率 
  

鉄 軌 道 事 業 
百万円 
1,157 

％ 
0.2 

バ  ス  事  業 5,013 0.1 
タ ク シ ー事業 1,694 1.7 
消          去 △12 － 

計 7,852 0.5 

②（不動産業） 
不動産分譲業におきましては、福井県の丸岡栄グリーンタウンの早期完売を目指した結果、土地３区

画を残すのみとなりました。 

不動産賃貸業におきましては、保有資産の洗い替えを実施し、グループ内資産については、資産の保

有会社と管理会社の機能を再編し、効率的な資産運用に取り組みました。また福井地区においては、不

動産仲介業や駐車場賃貸業を積極的に展開する一方、京都地区においては、「嵐山駅はんなり・ほっこ

りスクエア」で、テナントと協力して各種イベントを開催するなど、お客様の誘致を図り成果を上げま

した。 

三国競艇部門におきましては、開催日数の増加や舟券自動発売機導入など、サービスの向上を図った

ほか、「映像自動運行装置」を更新するなど設備の充実にも努めました。 

以上の結果、不動産業全体の営業収益は、20億２千４百万円となり前年同期と比べ７千４百万円

（3.5％）の減収となり、営業利益は４億３千１百万円となり前年同期と比べ１千６百万円（3.9％）の

増益となりました。 

種    別 
当 連 結 会 計 年 度 
(17.４.１～18.３.31) 

営 業 収 益 対前期増減率 
  

不 動 産 賃 貸 業 
百万円 
2,558 

％ 
△4.6 

不 動 産 分 譲 業 86 31.4 
消            去 △621 － 

計 2,024 △3.5 

 



（業種別営業成績） 

  

（業種別営業成績） 

  

 

③（レジャー・サービス業） 
レジャー・サービス業におきましては、京都の叡山ロープウェイ並びに飲食業が好調に推移し、特に

「吉珍●ＫＩＴＣＨＥＮ ＤＩＮＩＮＧ（キッチンダイニング）」はメニューの改良や積極的な営業活

動により大幅な増収となりました。 

三国観光ホテルにおきましては、テラス付きバンケットルームやお食事処「炉膳（ろぜん）」をリニ

ューアルオープンする一方、露天風呂付客室「ＭＩＫＵＮＩ ＳＵＩＴＥ（ミクニスイート）」を新設

し、お客様に満足していただける施設とサービスを提供いたしました。また、関西方面のお客様を積極

的に誘致するために、大阪営業所を開設し営業の強化を図りました。 

越前松島水族館におきましては、「見て・触れて・楽しく学べる水族館」をテーマに「ウミガメ館」

の新設並びに「ふれあいじゃぶじゃぶ海水プール」のグレードアップを実施する一方、さまざまなアト

ラクションを実施し、お子様をはじめとしたお客様に喜んでいただきました。 

旅行業におきましては、「愛知万博」の関連商品を積極的に販売したほか、広告代理店業におきまし

てもバス車体のラッピング広告を新規に受注するなど、成果を上げました。 

以上の結果、レジャー・サービス業全体の営業収益は、14億１千９百万円となり前年同期と比べ２百

万円（0.2％）の減収となり、営業損失は１億３千７百万円となり前年同期と比べ２千７百万円

（16.7％）の増益となりました。 

種    別 
当 連 結 会 計 年 度 
(17.４.１～18.３.31) 

営 業 収 益 対前期増減率 
  

旅行業・広告代理店業 
百万円 
213 

％ 
0.2 

ホ テ ル 業 667 1.8 
飲   食   業 120 22.9 
そ    の    他 432 △7.6 
消         去 △14 － 

計 1,419 △0.2 

④（その他の事業） 
測量・設計業は、公共事業の減少などにより厳しい状況が続いておりますが、建設業は、民間住宅建

設を積極的に受注したほか、東尋坊温泉プラント移設工事などの大型物件も施工し、収益の拡大を図り

ました。 

物販業におきましては、京福商事㈱が、昨年5月に福井県大野市において自動車販売店舗「Car DAIKO 

Ⅱ（カーダイコーツー）」を開設し、新たな営業を開始いたしました。また、㈱京福コミュニティサー

ビスは、グループ内企業の総務・経理業務等についてシェアードサービスを実施し、事務効率の向上並

びに管理コストの削減を図りました。 

以上の結果、その他の事業全体の営業収益は、18億９千万円となり前年同期と比べ７千９百万円

（4.0％）の減収となり、営業損失は１千７百万円となり前年同期と比べ４千９百万円（ ― ％）の減益

となりました。 

  

種    別 
当 連 結 会 計 年 度 
(17.４.１～18.３.31) 

営 業 収 益 対前期増減率 

建設業・保険代理業 
百万円 
1,079 

％ 
30.6 

測量・設計業 115 △30.2 
物販業・自動車整備業 724 14.7 
そ    の    他 ― △100.0 
消         去 △28 － 

計 1,890 △4.0 



  

  

（２）キャッシュ・フロー 
当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、有利子負債の圧縮を進める一方、未払

金の支払による現金流出が減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ６億２千３百万円

（29.6％）の増加となり、当連結会計年度末には27億３千２百万円となりました。 

  
  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動によるキャッシュ・フローは未払金の支払による現金流出が減少したことなどにより前期に

比べ25億５千３百万円の増加となり、17億１千３百万円の流入となりました。 

  
  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動によるキャッシュ・フローは投資有価証券の取得による支出が増加したことなどにより前期

に比べ５億７百万円の減少となり、４億９千９百万円の流出となりました。 

  
  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローはファイナンス・リースにより資金取得したことなどにより前期

に比べ８億４千２百万円の増加となり、５億９千万円の流出となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 
  
当社グループのサービス・販売等は、必ずしも一様ではないため、事業の種類別セグメントごとに金額あるいは数量
での記載は行なっておりません。 
そのため生産、受注及び販売の状況については、「１．業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関
連付けて記載しております。 
  
３【対処すべき課題】 
  
今後の見通しにつきましては、景気は回復基調にありますが、少子高齢化、福井地区における地価の下落、市場金利

の上昇、他輸送機関との競争の激化、とりわけ原油価格高騰に伴うバス・タクシー事業における燃料費上昇による収益

の圧迫などから、当社グループを取り巻く環境は、引き続き予断を許さない状況が続くものと予想されます。     

こうした状況のもと、当社グループにおきましては、運輸業における安全輸送確保はもとより、不動産業、レジャ

ー・サービス業などにおいて、グループ各社間の連携を強化し、グループとしての総合力を発揮し、「再生 京福」の実

現に邁進いたします。 

運輸業におきましては、嵐山線では沿線の価値を高めるべく、新たなイベントを企画し、沿線資源の拡大と充実を図

ります。更には、「嵐山線Ｂｒｕｓｈ Ｕｐ（ブラッシュアップ）プロジェクト」を実施し、「分かりやすい案内表

記」「沿線の美化」「設備の更新」「サービスマナーの向上」など、お客様本位の視点を徹底してまいります。また、

より一層の安全輸送を図るため、ＡＴＳ（自動列車停止装置）の増強、車両機器更新などの工事を実施いたします。 

一方、平成19年度に予定されている京都市営地下鉄東西線天神川駅開業に対しましては、当社独自の検討を加えると

ともに、京都市と継続的に対応を協議してまいります。 

福井地区のバス事業におきましては、福井市内路線に引き続き、郊外路線の再編を本年10月に予定しており、関係自

治体との協議による契約輸送化などと合わせて、路線別損益管理の細分化に基づく抜本的な収支改善を図ります。ま

た、貸切バスの営業を強化するとともに、高速バスでは新規路線の拡大につき鋭意検討し、実現に向けて注力いたしま

す。 

不動産業におきましては、情報収集、企画開発、営業、管理の各方面でグループ力を結集し、保有資産の活性化と効

率化をさらに進め、販売並びに賃貸物件の価値向上を図ります。特に「嵐山駅はんなり・ほっこりスクエア」では逐次

リニューアルを計画し、各種イベントも充実させお客様の拡大を目指します。三国競艇部門では、施行自治体と協調

し、より一層ファンの皆様に楽しんでいただけるよう施設を充実させて、収益の安定化を図ってまいります。 

 レジャー・サービス業におきましては、好調な飲食業は、今後沿線外にも積極的に店舗展開し、収益基盤の強化に努

めてまいります。また、沿線の価値を高めるための新規事業の検討を鋭意進め、事業領域並びに業容の拡大を目指しま

す。三国観光ホテルにおきましては、グレードアップした施設とサービスを提供することにより、より多くのお客様を

お迎えできるよう、積極的な営業を展開してまいります。越前松島水族館におきましては、「見て・触れて・楽しく学

べる水族館」のテーマを更に発展させ、眼前に広がる日本海海浜で「磯の生物観察会」ができるよう各種施設を新設い

たします。 

また、建設業、物販業などにつきましては、それぞれの事業においてグループ各社が連携し、さらに安定的な収益事

業となるよう、さまざまな増収施策に取り組んでまいります。 

  
  
  
  
  
  
  
４【事業等のリスク】 
  
 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能
性のある事項には、下記のようなものがあります。なお、将来に関する事項については、当連結会計年度末現在におい
て判断したものであります。 
  
（１）少子高齢化について 
 少子高齢化の進行に伴い、今後就業・就学人口の落ち込みが続いていくものと予測されています。この問題は当社グ
ループにおきましては、運輸業である鉄軌道事業およびバス事業の輸送人員の減少を招くこととなり業績に影響を及ぼ
す可能性があります。 
  
（２）時価の下落について 
 当社グループが保有するたな卸資産、有形・無形固定資産及び投資有価証券等は今後時価が著しく下落した場合、減



損損失または評価損を計上し業績に影響を及ぼす可能性があります。
  
（３）市場金利の上昇について 
 今後の経済情勢において金利上昇が予測され、当社グループにおきましては金利による負担軽減を図るべく、保有資
産の効率性を高め有利子負債の圧縮を目指しておりますが、急激な経済情勢の変動あるいは金融機関等の動向により業
績に影響を及ぼす可能性があります。 
  
（４）テロ等の社会不安について 
 現下のテロ情勢の中で、公共交通機関の一端を担っている当社は、お客様の安全輸送を確保するため、随時、関係省
庁からの情報収集に努めるとともに、自主警備の強化を行っておりますが、不測の事態により業績に影響を及ぼす可能
性があります。 
  
（５）京都市営地下鉄東西線天神川延伸について 
 京都市営地下鉄東西線天神川延伸計画は、当社嵐山線に大きな影響を及ぼす可能性があると認識しております。現
下、社内で嵐山線事業の将来のあり方を検討しております。 
  
（６）事故について 
当社グループでは運輸業を営んでおり、安全輸送においては従業員教育や業務管理等のソフト面の他、設備改良等の
ハード面からも万全の施策を実施しておりますが、想定を大きく上回るような事故が発生した場合には業績に影響を及
ぼす可能性があります。 
  
  
５【経営上の重要な契約等】 
  
該当事項はありません。 
  
  
６【研究開発活動】 
  
該当事項はありません。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
７【財政状態及び経営成績の分析】 
  
 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 
  
（１）重要な会計方針及び見積り 
当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しておりま
す。したがって、企業会計原則を初め、税効果会計に係る会計基準、金融商品に係る会計基準、退職給付に係る会計基
準等、現行の各会計基準がその前提としている見積りによる会計処理を含んでおります。 

  
（２）当連結会計年度の経営成績の分析 
 当社グループの当連結会計年度の経営成績について、営業収益は118億９千９百万円と前年同期に比べ４億２千２百万
円（3.4％）の減収となりました。これは、その他事業を営む関係会社株式を昨年に売却したこと、不動産賃貸業におい
て、昨年に一部物件を売却したことが主な要因であります。また、営業費では118億５千３百万円と前年同期に比べ３億
６千８百万円（3.0％）の減少となり営業利益は４千６百万円と前年同期に比べ５千３百万円（53.6％）の減益、経常損
失は１億５千６百万円と前年同期に比べ６千１百万円（65.1％）の減益となりました。これに、バス事業等の補助金や
当社事業用不動産等の売却による固定資産売却益などの特別利益を計上するとともに、資産処分損などの特別損失の計
上もあり、税金等調整前当期純利益は１億３千７百万円と前年同期に比べ２億９千万円（67.9％）の減益となり、法人
税、住民税及び事業税や法人税等調整額および少数株主利益を計上した結果、当期純利益は１千４百万円と前年同期に
比べ４千６百万円（76.2％）の減益となりました。 
  
（３）経営成績に重要な影響を与える要因について 
 景気は緩やかに回復しているものの、原油価格の高騰などの先行きに不透明さを残しており、交通事業の競争激化な
ど、当社グループを取り巻く環境は、引き続き厳しい状況が予想されます。こうした状況のなか、運輸業では、鉄軌道
事業、バス事業およびタクシー業の利用客の減少傾向が依然続くと予想されますが、バス事業におきましては、福井市
郊外路線の再編を契機として、路線バスの運行形態を見直し、関係自治体との協議による契約輸送化などと合せて、路
線別収支管理の細分化に基づく抜本的な収支改善を図ります。その他事業におきましても、新たな事業への取組みを始



め、積極的な営業拡大を図り、連結利益の拡大に努めてまいります。
  
（４）経営戦略の現状と見通し 
当社グループは、公共交通事業を基幹事業として、お客様に信頼され、地域社会に貢献できるよう経営を進めてお
り、また、不動産事業はもとより、新たな収益の柱となるべき事業を育てるための施策を進めております。 
当社グループ各社は、中期経営計画のもと、安定した利益を確保するとともに、当社グループ内での事業の棲み分け
を図り、これに伴う人材の有効活用を行っていき、保有資産の生産性の向上、有利子負債の圧縮により企業体質の強化
を図ってまいります。 
また、安全確保のための投資についても、設備投資計画を随時見直すことにより、万全を期するよう努めておりま
す。 
  
（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析 
資本の部の合計は、前連結会計年度末に比べ７千４百万円増加し、22億７千万円となりました。これの主な要因は株
価上昇によるその他有価証券評価差額金の増加であります。 
また、キャッシュ・フローの状況については、「１ 業績等の概要 （２）キャッシュ・フロー」に記載しておりま
す。 
  
（６）経営者の問題意識と今後の方針について 
 当社グループは、鉄軌道事業およびバス事業をはじめとする公共交通事業を基盤として、京都・福井の地域社会に密
着した様々なサービスの提供をしております。また、公共交通事業者として、安全確保を第一に行うとともに、お客さ
まへのより良いサービスを提供することは勿論、厳しい経営環境のもと、市場動向を敏感に捉えながら、競争力向上の
ための諸施策を実施することにより、経営基盤を強化し、グループ全体の収益を改善していくことを通して、「再生
京福」の実現に向け株主並びに地域社会の皆様にとって魅力ある企業にしていくことを基本方針としております。 



第３【設備の状況】 
  
１【設備投資等の概要】 
  

  
 

  
      当連結会計年度の設備投資については、輸送の安全確保や旅客サービスの向上による各種設備

の維持、向上を図るとともに、増収対策や規制緩和による競争の激化に対処するため、運輸業や
不動産業を中心に６億７千４百万円の設備投資を実施しました。 

   なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 
  
    事業の種類別セグメントの設備投資を示すと次のとおりであります。 
  
    ①運輸業については、鉄軌道事業では当社嵐山線で列車運行の安全性向上を図ることからコンク

リート合成枕木化工事、ＡＴＳ増設工事などの安全対策の強化を図りました。 
     また、バス・タクシー事業については、前年度と同様に営業力強化に向けて貸切バス及び乗合

バスを更新するとともに、各社タクシーの代替など増収を図る投資を行いました。 
      以上の結果、運輸業は３億２千５百万円の設備投資を実施しました。 
  
    ②不動産業については、三国競艇場の改修工事を実施し、収益物件の設備改良を図りました。 

 以上の結果、不動産業は１億８千６百万円の設備投資を実施しました。 
   
    ③レジャー・サービス業については、三国観光ホテル改修工事や越前松島水族館でウミガメ館新

設工事を実施するなど、お客様に喜んでいただけるような設備投資を実施し、サービスの向上を
図りました。 

      以上の結果、レジャー・サービス業は１億４千６百万円の設備投資を実施しました。 
  
  
  
  



２【主要な設備の状況】 
  
      当社グループ（当社及び連結子会社）の平成18年３月31日現在における事業の種類別セグメント毎 
の設備の概要、帳簿価額並びに従業員数は次のとおりであります。 

  
（１）事業の種類別セグメント総括表 
  

（注）１ 帳簿価額「その他」は工具・器具・備品であります。 
２ 上記のほかに主な賃借土地として比叡山周辺土地があります。 
  

（２）提出会社 
  
①           総  括  表 

  

  
 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 

帳     簿     価     額

従業員数 
建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土  地
（面積㎡） 建設仮勘定 その他 合計

  
運輸業 

百万円 
  

1,737 

百万円  
  

 1,488 

百万円
2,102  

(289,619) 

百万円
 

－  

百万円
 

    64 

百万円 
  

 5,393 

人 
  

 939 

不動産業 5,063    75 
1,403 

(150,409) －    138  6,680   15 

レジャー・ 
サービス業    1,332     132 

1,352 
(210,128) －      33  2,852   71 

その他の事業     19     10 
45 

(518) －     8   83  63 

小計 8,152  1,706 
4,904 

(650,674) －    244 15,009   1,088 

消去又は全社  439 －  △2,499 
(  － ) － － △2,059   12 

合計  8,592 1,706  
2,404 

(650,674) －  244 12,949   1,100 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 

帳     簿     価     額

従業員数 
建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土  地
（面積㎡） 建設仮勘定 その他 合計

運輸業 
百万円 

  
 1,389 

百万円 
     
469 

   百万円
130  

(246,584) 

百万円
  
－  

百万円
  
20 

百万円 
  

2,010 

人 
  

    85 

不動産業  4,901     75     585 
 (140,595) － 136 5,699       2 

レジャー・ 
サービス業    1,070     33    1,293 

(187,446) － 3 2,400 －  

小計  7,361    578   2,009 
  (574,625) － 161 10,111     87 

全社        －         －        － 
     ( － ) － － －       12 

合計  7,361    578   2,009 
(574,625) － 161 10,111     99 



   ②  運  輸  業（ 従業員数  85人 ） 
  
    ア． 鉄軌道事業 

ａ 線路及び電路施設 

  
      ｂ 車  両 

  
      ｃ 車庫及び工場 

  
  ③ 不 動 産 業  （ 従業員数  ２人 ） 

  

  
 

線       名 区       間 営業キロ 単線・複線の区別 停車（留）所 変電所数 

  
嵐 山 線   

km
 11.0  

 
20 

  
１ 

嵐山本線 四条大宮～嵐山  7.2 複線 12 １ 

北 野 線 帷子ノ辻～北野白梅町  3.8
単線

（内複線0.3㎞） ８ － 

鋼 索 線 ケーブル八瀬～ケーブル比叡  1.3 単線 ２ － 

合計    12.3  22 １ 

電動客車 電動貨車 付随客車 計 

28両 １両 ２両 31両 

事 業 所 名 所  在  地 建物及び構築物 土       地
摘    要 

帳簿価額 面    積 帳簿価額
  

西院車庫・修理工場 
  

京都市中京区 
    百万円
    151 

     ㎡
7,031 

百万円   
           0 

 
  

名     称 所  在  地 建物及び構築物 土         地
摘   要 

帳簿価額 面   積 帳簿価額
  
帷子ノ辻ビル 

  
京都市右京区 

百万円
246 

㎡
－

百万円
－

 
鉄筋コンクリート４階 

嵐山駅はんなりほっこり 
スクエア    〃 336 1,285 357 〃    ３階 

西院ビル 京都市中京区 23 － － 〃    ５階 

バス施設 福井県福井市 他 36 7,667 78 整備工場 他 

三国競艇場施設 福井県坂井市 3,278 － － 鉄筋コンクリート５階 

西福井ビル 福井県福井市 385 5,642 39 〃   ５階 

エポカ春江 福井県坂井市 317 1,177 50 〃   ７階 

その他 福井県福井市 他 276 124,824 60   

計 
  

4,901 140,595 585
 



 ④ レジャー・サービス業 （ 従業員数  ―人 ）
  

  
（３）国内子会社 

  
①       運 輸 業  （ 従業員数  939人 ） 
  

     ア ． バ ス 事業 
  

  
     イ ． タクシー事業 
  

  
   ② 不 動 産 業  （従業員数    15人 ） 
  

  
   ③ レジャー・サービス業  （ 従業員数    71人 ） 
  

  
 

名     称 所  在  地 建物及び構築物 土         地
摘   要 

帳簿価額 面   積 帳簿価額

八    瀬 
  
京都市左京区 

百万円
6  

ｍ２ 
33,924  

百万円
 489

 
  

比  叡  山    〃 80 － －  

三国観光ホテル 福井県坂井市 951 26,007 646  

そ   の   他 京都市他 32 127,515 157   

計   
1,070 187,446 1,293

 

会社名・事業所名 所 在 地 建物及び構築物 土     地 在 籍 車 両 数
摘要 

帳簿価額 面  積 帳簿価額 乗 合 貸 切 計 
  
京 都 バ ス 

  
京都市右京区 

百万円 
43  

㎡
16,688 

百万円
1,004 

両
124 

両
10 

両 
134 

  
  

京 福 バ ス 福井県坂井市 169  19,408 694 160 65 225 
  
  

京福リムジンバス 石川県加賀市 6  － － － 5 5   

会社名・事業所名 所 在 地 建物及び構築物 土     地 在 籍 車 両 数
摘要 

帳簿価額 面  積 帳簿価額 貸切バス タクシー 計 
  
京都バスタクシー 

  
京都市右京区 

百万円 
39  

㎡
－ 

百万円
－ 

両
－ 

両
56 

両 
56 

  
  

京福タクシー 福井県福井市 10  804 41 － 56 56 
  
  

ケイカン交通 福井県あわら市 45  4,655 120 21 46 67 
  
  

福 井 交 通 福井県福井市 33  1,480 110 20 63 83     

会社名・事業所名 所 在 地
建物及び構築物 土     地

摘         要 
帳簿価額 面  積 帳簿価額

  
三国観光産業 

  
福井県坂井市 

百万円
2  

㎡
－ 

百万円
－ 

 
  

京 福 興 産 福井県福井市 158  9,814 818
 
  

会社名・事業所名 所 在 地
建物及び構築物 土     地

摘         要 
帳簿価額 面  積 帳簿価額

  
三国観光産業   

福井県坂井市 
百万円
261  

㎡
22,682 

百万円
59 

 
  

京福エージェンシー 福井県福井市 0  － －
 
  



   ④ その他の事業    （ 従業員数      63人 ）
  

  
  
（４）在外子会社 
  
      当該会社はありません。 
 

会社名・事業所名 所 在 地
建物及び構築物 土     地

摘         要 
帳簿価額 面  積 帳簿価額

  
京福コミュニティサービ
ス 

  
福井県福井市 

百万円
1  

㎡
377 

百万円
40 

 
  

第一技術開発 福井県福井市 6  141 5
 
  

京福商事 福井県福井市 11  － －
 



  
３【設備の新設、除却等の計画】 
  
（１）重要な設備の新設等 
  

（注） 今後の所要資金８億１千６百万円については、自己資金および補助金他により充当する予定であります。 
      
（２）重要な設備の除却等 
  

   該当事項はありません。 

会 社 名 件      名 
事業の種類別
セグメント 
名称 

投 資 予 定 額
着手
年月 

完成予定 
年月 摘 要 

総  額 既支払額

      百万円 百万円 平成年月 平成年月   

京福電気鉄道㈱ 

コンクリート合成枕木化工事 運輸業 23 － 18．９ 18．12   

重軌条交換工事 〃 13 － 18．９ 18．12   

舗装改良工事 〃 13 － 18．９ 18．12   

ＡＴＳ増設工事 ほか 〃 122 － 18．４ 19. ３   

帷子ビル放送設備更新工事 ほか 不動産業 10 － 18．４ 19．３   

西福井ビルコンプレッサー取替工事 ほ
か 〃 12 － 18．４ 19．３   

三国競艇場エアコン入替工事 ほか 〃 92 － 18．４ 19．３   

三国観光ホテルボイラー取替工事 ほか レジャー・
サービス業 3 － 18．４ 19．３   

京都バス㈱ 乗合バス購入 ほか 運輸業 196 － 18．４ 19．３   

京福バス㈱ 乗合バス購入 ほか 運輸業 189 － 18．４ 18．12   

三国観光産業㈱ 水族館施設改修工事 ほか レジャー・
サービス業 32 － 18．４ 19．３   



第４【提出会社の状況】 
  
１【株式等の状況】 
 （１）【株式の総数等】  
  ① 【株式の総数】 

  ② 【発行済株式】 

  
  
 （２）【新株予約権等の状況】 
       該当事項はありません。 
  
  
 （３）【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

  
  
 （４）【所有者別状況】          

 （注）自己株式20,689株は「個人その他」に20単元及び「単元未満株式の状況」に689株含めて記載しております。 
    
          
 

種      類 会社が発行する株式の総数（株） 

普  通  株  式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 

発行数 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 内容事業年度末現在 

（平成18年3月31日現在） 
提出日現在

（平成18年6月29日現在） 

普通株式 20,000,000株 20,000,000株
大阪証券取引所 
（市場第二部） ―

計 20,000,000株 20,000,000株 ― ―

年 月 日 

発行済株式総数 資本金 資本準備金

摘  要 増減数 
（株） 

残高 
（株） 

増減額 
（百万
円） 

残高
（百万円） 

増減額
（百万円） 

残高
（百万円） 

平成13年12月１
日     ― 20,000,000 ― 1,000  81  81

比叡産業(株)合併による
増加 

平成14年９月１
日     ― 20,000,000 ― 1,000 189 270

 
㈱レディースホテル合併
による増加 

                                                                      （平成18年3月31日現在） 

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満 
株式の状況
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 その他
の法人 

外国法人等
個人
その他 計個人以

外 個人

株主数 
（人） １ ７ ９ 26 １ ０ 1,034 1,078 ― 

所有 
株式数 
（単元） 

1,697 1,891 21 9,397 ２ ０ 6,708 19,716 284,000 

所有株式
数の割合
（％） 

8.61 9.59 0.11 47.66 0.01 0.00 34.02 100.00 ― 



 （５）【大株主の状況】     

  
  
 （６）【議決権の状況】    
     ①【発行済株式】    

 (注)「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式689株が含まれております。 
       
  
     ②【自己株式等】                                                                       

  
 （７）【ストックオプション制度の内容】 
       該当事項はありません。 

 

（平成18年3月31日現在） 

氏名又は名称 住所
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

京阪電気鉄道株式会社 大阪市中央区大手前1丁目７番31号 8,579 42.89

財務大臣 東京都文京区湯島４丁目６番15号 1,697 8.48

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目６番６号 1,333 6.66

株式会社京三製作所 横浜市鶴見区平安町2丁目29番1号   330 1.65

和田さよ 京都市左京区  274 1.37

中央三井信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号  200 1.00

東京海上日動火災保険 

株式会社 
東京都千代田区丸の内1丁目2番1号  174 0.87

株式会社中井製作所 岡山市江崎448-5  137 0.68

中井敏夫 岡山市 125 0.62

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅1丁目２番４号  103 0.51

計 ― 12,953 64.76

（平成18年3月31日現在）

区        分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        20,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式    19,696,000 19,696 ― 

単元未満株式 普通株式       284,000 ― ― 

発行済株式総数       20,000,000 ― ― 
総株主の議決権 ― 19,696 ― 

（平成18年3月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式の 
合計（株） 

発行済株式総数に対す
る所有株式の割合

（％） 

京福電気鉄道株式会社 京都市中京区壬生賀陽御
所町３番地の20 20,000 ― 20,000 0.10

計   20,000 ― 20,000 0.10



２【自己株式の取得等の状況】 
（１）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 
  ①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
        該当事項はありません。 
  
  ②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 
        該当事項はありません。 
  
（２）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 
①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 
      該当事項はありません。 
  
②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 
      該当事項はありません。 

  
３【配当政策】 
 当社では、安定的に配当ができるような財政状態を早期に実現するよう努めてまいります。なお、当期に
ついては、配当実施のためにも更なる体質強化を図り、引き続き無配とすることを決定いたしました。 
  
４【株価の推移】 
（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 
  
（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 
  
  
  

回  次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高 
（円） 189 140 160 163 315 

最低 
（円） 101 100 105 120 138 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年1月 ２月 ３月

最高 
（円） 315 268 252 244 236 235 

最低 
（円） 170 217 220 212 218 217 



５【役員の状況】 

 （注）監査役櫻井謙次、片本皖也は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第1項に定める社外監査役であります。 
        

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所 有 
株式数 
（千株）

取締役社長 

（代表取締役） 
  山村 勝保 昭和18年 

10月３日生 

昭和41年４月 京阪電気鉄道株式会社入社

５
平成９年７月 京都バス株式会社専務取締役
平成11年６月 同社取締役社長
平成17年６月 当社取締役社長（現在）

専務取締役 

（代表取締役） 
管理本部長 田中 輝重 昭和23年  

８月１日生 

昭和47年４月 京阪電気鉄道株式会社入社

12

平成９年７月 当社社長室部長
平成10年６月 当社取締役
平成11年７月 当社総合政策室部長
平成13年６月 当社常務取締役
平成14年11月 当社管理本部副本部長
平成15年６月
平成15年６月 

当社専務取締役（現在）
当社管理本部長（現在） 

常務取締役 事業本部長 藤本 昌信 昭和31年 
２月９日生 

昭和53年４月 京阪電気鉄道株式会社入社

２

平成６年７月 当社京都人事部長
平成11年７月 当社総合政策室部長
平成13年６月 当社取締役、総合政策室部長
平成14年８月 当社管理本部部長
平成15年６月 当社常務取締役（現在）、管理本部副本部長 
平成18年４月 当社事業本部長（現在）

常務取締役 事業本部副本部長 玉村 將 昭和25年 
４月25日生 

昭和49年５月 当社入社

２

平成５年７月 当社開発事業部長
平成13年６月 当社取締役
平成14年８月 当社管理本部部長委嘱、開発事業部長 
平成17年６月 当社常務取締役（現在）
平成18年４月 当社事業本部副本部長（現在）

常務取締役 
監査室長 

鉄道部長 
小松原 哲夫 

昭和22年 
11月30日生 
  

昭和45年４月 京阪電気鉄道株式会社入社

２

平成12年７月 当社総合政策室部長兼京都鉄道部部長 
平成13年６月 当社取締役、総合政策室部長
平成14年８月 当社管理本部部長、京都鉄道部長
平成16年10月 当社鉄道部長委嘱（現在）
平成18年４月
平成18年４月 

当社常務取締役（現在）
当社監査室長委嘱（現在） 

取締役相談役   藤田 秀憲 昭和19年 
１月10日生 

昭和42年４月 京阪電気鉄道株式会社入社

22

平成５年６月 京都バス株式会社専務取締役
平成９年６月 京阪電気鉄道株式会社取締役
平成13年６月 当社専務取締役
平成14年８月 当社管理本部長
平成14年11月 当社取締役社長
平成17年６月 当社取締役相談役（現在）

取締役   前川 泰治 昭和22年 
４月８日生 

昭和46年11月 当社入社

２

平成５年７月 当社自動車部長
平成８年７月 当社バス管理部長
平成９年６月 当社取締役（現在）
平成12年４月 当社総合政策室部長
平成14年８月 当社管理本部部長

取締役 
管理本部副本部長 

事業企画部長 
中西 基之 昭和33年 

２月９日生 

昭和55年４月 京阪電気鉄道株式会社入社

 ２
平成14年７月
平成17年６月 
平成18年４月 
平成18年４月 

当社管理本部部長
当社取締役、管理本部部長委嘱 
当社管理本部副本部長（現在） 
当社事業企画部長委嘱（現在） 

常勤監査役   内藤 宣裕 昭和29年 
３月８日生 

昭和53年５月 当社入社

２

平成８年７月 当社社長室部長

平成14年８月 当社管理本部部長
平成15年６月 当社取締役、管理本部部長
平成17年６月 当社常勤監査役（現在）

監査役   櫻井 謙次 昭和23年 
10月23日生 

昭和46年４月 京阪電気鉄道株式会社入社

２
平成８年７月 同社グループ事業室部長
平成９年７月 同社経営政策室部長
平成13年６月 同社取締役（現在）
平成13年６月 当社監査役（現在）

監査役   片本 皖也 昭和20年 
２月５日生 

昭和42年４月 京阪電気鉄道株式会社入社

 ２
平成４年７月 同社事業開発室部長
平成16年６月 同社監査役（現在）
平成17年６月 当社監査役（現在）

計 55



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 
  

  

 

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、コーポレート・ガバナンスが、企業の健全性を維持し、企業価値を高める基本問題と位置
づけ、経営の意思決定、業務執行、監査、監督等について、これらが充分に機能するよう組織、体
制を常に整備し、実効ある運営が行われるよう努めています。 
  
（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 
  
  ①会社の機関の基本説明 
   当社は、株主総会、取締役会、監査役会等の機関を企業組織の中心に位置付け、それぞれの

構成員はその機関が的確かつ有効に機能するよう、その運営に必要な法令等を理解するととも
に遵守し、企業経営全般において適性かつ有用な意思決定を行うよう努めております。また近
年は特に、内部監査機能の強化を図るために、監査室の充実を図っております。 

  
②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 
当社の取締役会は、社外監査役２名を含む11名で構成され、法に定める決議事項等重要な業
務執行についての意思決定を行っております。また、当社は経営諸課題の組織全般への浸透、
ならびに監督強化のために、９名の常勤役員で構成される常務会を設置し、取締役会の決議事
項を始めとした経営上の重要事項について徹底した審議を行っております。また、毎月、常勤
役員と職務を執行する幹部職員による定例会議を開催し、業務執行案件についての審議、決定
と業務の執行状況の審査・報告を行っております。 
情報開示につきましては、四半期決算およびEDINETによる情報開示を実施し、タイムリーか
つ正確性を重視した情報開示を徹底することはもとより、適時開示規則を遵守することで株主
や投資家の皆様への経営の透明性の向上に取り組んでおります。 
個人情報保護につきましては、個人情報保護法および国土交通省からのガイドラインに基づ
き、個人情報管理規程を制定するとともに、管理責任者の選任等内部組織を立ち上げ万全を期
するとともに、ホームページでプライバシーポリシーを公表し情報の開示に努めております。 
  

  ③内部監査及び監査役監査の状況 
   内部監査部門としては、監査室が、定期的に各部署における業務内容に対しチェックを行

い、特に子会社に対しては、定例会議の実施を始め、子会社の監査役から定期的に監査状況の
詳細な説明を受けるなど、グループ会社の監査を重点的に行っております。 

   なお、監査室の管理職２名は、監査役の監査業務の補助を行っております。 
   また、監査役会は、常勤監査役１名ならびに非常勤かつ社外監査役２名の計３名で構成さ

れ、各監査役は、監査役会が定めた規範に従い、取締役会あるいは常務会への出席、業務の調
査等を通じ、取締役会の職務執行の監査を行っております。 
  

  ④会計監査の状況 
   会計監査につきましては、あずさ監査法人との間に監査契約を締結し、グループ会社を含め

た会計監査を実施するとともに、会計制度の変更などにも迅速に対応できる環境を整備してい
ます。監査契約に基づく指定社員・業務執行社員は、郷田紀明、山川雄二の２名で、当社の会
計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補５名であります。 
  

  ⑤社外取締役及び社外監査役との関係 
当社は、社外取締役を選任しておりません。また、社外監査役２名と当社との人的、資本的
関係はありません。 

  



  

  

  
（２）リスク管理体制の整備の状況 
  

当社のリスク管理体制は、管理本部・総務チームが、弁護士等から教育、助言を受け、社内各
部門に随時、その基本理念、法令遵守の必要性を説明し、その普及、意識向上の徹底に努めてお
ります。当社は、運輸事業を営んでいるため、旅客輸送に関する法令遵守について一つ間違えれ
ば、お客様の人命に関わることにもなりかねませんので、特に運輸部門には、再三啓蒙を図って
おります。 
また、社員教育や巡視の徹底等管理組織の強化などを行い、事故防止・災害防止・危険行為の事
前回避などに取り組んでおり、より徹底したリスク管理の充実を図り、各職場の安全総点検を実
施するとともに社員全員に教習を行い、再発防止に努めておます。また、当社におきましても子
会社管理規程や組織規程の見直しを図り管理強化を実施しております。 
なお、経営責任の透明性をより向上させるとともに、効率的と機動性を高めることを目的とし
て、当社において本年４月に「管理本部」と「事業本部」の分離、「監査室」の機能充実などの
組織変更を行い、今後一層、経営体制並びに内部統制システムの強化を推進してまいります。 
個人情報の取扱いについては、社員に対し継続した教育および説明会を実施し、個人情報の漏洩
や事故の防止を徹底しております。 
  
  
（３）役員報酬の内容 
  
  当事業年度における取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 
       取締役に支払った報酬  56百万円 
       監査役に支払った報酬   7百万円 
            計      63百万円 
  
  
（４）監査報酬の内容 
  
  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  16百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 
  
  
（５）会社のコーポレートガバナンスの充実に向けた取り組み状況 
  
 環境問題について、当社は本年５月に、京のアジェンダ21フォーラムが制定するＫＥＳ（京都
環境マネジメント システム スタンダード ステップ２）の認証を取得しました。鉄道・バスが地
球環境への負荷が少ない乗り物であることに加え、排ガス規制対応バス車両の導入をはじめ、
駅、工場、店舗、事務所などでの環境活動を通して、今後とも企業の社会的責任の一環として、
地球環境保全に資する施策を積極的に推進してまいります。 

  



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

    

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「鉄道事業会計規則」（昭和62年運輸省

令７号）により作成しております。 

    

（３）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載

しておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位をもって記載することに変更しました。な

お、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しておりま

す。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31

日まで）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年

度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日

まで）の財務諸表については、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

  ①【連結貸借対照表】 

  

 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区 分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

 １．現金及び預金     1,878     1.743   

 ２．受取手形及び売掛金     1,028     826   

 ３．有価証券     300     1,053   

 ４．販売土地及び建物     923     281   

 ５．その他のたな卸資産     84     79   

 ６．前払費用     66     64   

 ７．繰延税金資産     33     21   

 ８．その他     111     149   

   貸倒引当金     △6     △13   

  流動資産合計     4,421 23.1   4,206 22.4 

                

Ⅱ 固定資産               

 １．有形固定資産 ※1             

（１）建物及び構築物 ※2、3   8,838     8,592   

（２）機械装置及び運搬具 ※2、3   1,906     1,706   

（３）土地 ※2   2,464     2,404   

（４）その他 ※2、3   258     244   

有形固定資産合計     13,467 70.3   12,949 68.9 

 ２．無形固定資産     128 0.7   111 0.6 

 ３．投資その他の資産               

（１）投資有価証券 ※2   418     825   

（２）繰延税金資産 

（３）前払年金費用 
    

83 

361 
    

50 

374 
  

（４）その他     220     243   

   貸倒引当金     △3     △3   

投資その他の資産合計     1,080 5.6   1,489 7.9 

  固定資産合計   

  

14,675 76.6   14,550 77.4 

Ⅲ 繰延資産             

  社債発行費   49     44   

  繰延資産合計   49 0.3   44 0.2 

  資産合計   19,146 100.0   18,801 100.0 

                



  

  

  

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区 分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛金     86     135   

２．短期借入金 ※2   5,596     4,720   

３．１年以内償還予定の社債 ※2   320     447   

４．未払金     542     562   

５．未払法人税等     69     83   

６．未払消費税     103     108   

７．賞与引当金     242     239   

８．その他     303     425   

流動負債合計     7,265 37.9   6,721 35.8 

                

Ⅱ 固定負債               

１．社債 ※2   2,220     2,972   

２．長期借入金 ※2   6,380     4,784   

３．長期未払金     ―     995   

４．繰延税金負債     16     47   

５．退職給付引当金     352     343   

６．役員退職慰労引当金     39     25   

７．連結調整勘定     3     1   

８．その他     229     177   

固定負債合計     9,241 48.3   9,348 49.7 

負債合計     16,507 86.2   16,069 85.5 

                

（少数株主持分）               

少数株主持分     444 2.3   461 2.4 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※4   1,000 5.2   1,000 5.3 

Ⅱ 資本剰余金     270 1.4   270 1.5 

Ⅲ 利益剰余金     871 4.6   885 4.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     55 0.3   116 0.6 

Ⅴ 自己株式 ※5   △2 △0.0   △2 △0.0 

  資本合計     2,195 11.5   2,270 12.1 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  

  
  19,146 100.0   18,801 100.0 

                



②【連結損益計算書】 

  

 

   前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

百分比
（％）

金額（百万円） 百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益    12,321 100.0  11,899 100.0 

              

Ⅱ 営業費 ※2         

  １． 
運輸業等営業費及び 
売上原価   12,106   11,750     

  ２． 販売費及び一般管理費 ※1 115 12,222 99.2 102 11,853 99.6 

  営業利益    99 0.8  46 0.4 

Ⅲ 営業外収益           

  １． 受取利息   0   0     

  ２． 受取配当金   4   4     

  ３． 有価証券売却益   －   3     

  ４． 連結調整勘定償却額   2   1     

  ５. 受託工事収入   －   15     

  ６. 賃料収入   －   9     

  ７． 雑収入   108 117 1.0 56 91 0.8 

Ⅳ 営業外費用           

  １． 支払利息   247   202     

  ２. 社債発行費償却   －   37     

  ３． 雑支出   64 311 2.5 53 293 2.5 

  経常損失    94 0.8  156 1.3 

Ⅴ 特別利益            

  １． 固定資産売却益 ※3 309   273     

  ２． 
国庫及び地方公共団体 
補助金   512   380     

  ３． 投資有価証券売却益   20   －     

  ４． 関係会社株式売却益 ※6 98   －     

  ５． その他   2 942 7.7 － 653 5.5 

                



  

  
  

 

   前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

百分比
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅵ 特別損失           

  １． 資産処分損 ※4 －   282     

  ２． 関連事業整理損 ※5 －   67     

  ３． 固定資産売却損 ※7 129   －     

  ４． 販売用不動産評価損   91   －     

  ５． 固定資産除却損 ※8 34   －     

  ６． 固定資産圧縮損   72   －     

  ７． その他   91 420 3.4 9 359 3.0 

  税金等調整前当期純利益   428 3.5  137 1.2 

  法人税、住民税及び事業税   52   78     

  法人税等調整額   309 362 2.9 31 109 1.0 

  少数株主利益    5 0.0  12 0.1 

  当期純利益   60 0.5  14 0.1 

                



  
③【連結剰余金計算書】 

  
  
  

    前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高    270  270 

Ⅱ 資本剰余金期末残高    270  270 

           

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高    810  871 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

    当期純利益   60 60 14 14 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

    役員賞与   － － 0 0 

Ⅳ 利益剰余金期末残高    871  885 

             



  ④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

     
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
区 分 注記

番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

    税金等調整前当期純利益  428 137 
    減価償却費  1,190 1,081 
    連結調整勘定償却額  △2 △1 
    賞与引当金の減少額  △7 △3 
    退職給付引当金の増加額（△減少額）  100 △8 
    役員退職慰労引当金の増加額（△減少額）  3 △13 
    貸倒引当金の増加額（△減少額）  △1 7 
    受取利息及び受取配当金  △5 △4 
    支払利息  247 202 
    関係会社株式売却益  △98 ― 
    投資有価証券売却益  △20 ― 
    有形固定資産売却益  △309 △273 
    有形固定資産売却損  129 ― 
    固定資産のための補助金  △160 △64 
    固定資産圧縮損  72 ― 
    有形固定資産除却損  34 ― 
    売上債権の減少額（△増加額）  △235 128 
    たな卸資産の減少額  168 647 
    前払費用の減少額（△増加額）  3 △2 
    前払年金費用の増加額  △116 △12 
    仕入債務の増加額  0 49 
    未払金の増加額（△減少額）  △2,157 3 
    未払費用の増加額（△減少額）  △25 6 
    未払消費税の増加額  28 4 
    役員賞与の支払額  ― △0 
    その他  147 105 
  

    小計  △586 1,988 

    利息及び配当金の受取額  5 4 
    利息の支払額  △245 △195 
    法人税等の支払額  △14 △85 
  

  営業活動によるキャッシュ・フロー  △840 1,713 



  

  
 次へ 

     
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
区 分 注記

番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

    定期預金の預入による支出  △31 △68 
    定期預金の払戻による収入  241 76 
    有価証券の取得による支出  ― △6 
    有価証券の売却による収入  1 5 
    投資有価証券の取得による支出  △10 △311 
    投資有価証券の償還による収入  10 ― 
    投資有価証券の売却による収入  38 18 
    連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入  181 ― 
    有形固定資産の取得による支出  △1,086 △712 
    有形固定資産の売却による収入  497 375 
    無形固定資産の取得による支出  △21 △15 
    移転補償金の受入による収入  59 ― 
    固定資産のための補助金収入  128 138 
    その他  △0 ― 
  

  投資活動によるキャッシュ・フロー  8 △499 

Ⅲ   財務活動によるキャッシュ・フロー     
    短期借入金の純増減額  △3,096 △582 
    長期借入れによる収入  3,114 1,350 
    長期借入金の返済による支出  △3,411 △3,239 
    社債発行による収入  2,122 1,193 
    社債償還による支出  △160 △346 
    ファイナンス・リース債務による収入  ― 1,069 
    ファイナンス・リース債務の返済による支出  ― △34 
    自己株式の取得による支出  △0 △0 
    少数株主への配当金の支払額  △0 △0 
  

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,432 △590 

Ⅳ   
  現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  △2,264 623 

Ⅴ   現金及び現金同等物の期首残高  4,374 2,109 

Ⅵ   
  現金及び現金同等物の期末残高  2,109 2,732 

          



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社の数 13社
主要な連結子会社の名称 
  「第１企業の状況 ４．関係会社の
状況」に記載しているため、省略して
おります。 
（２）非連結子会社はありません。 
（３）連結範囲の異動状況 
 新規設立会社である京福リムジンバス
㈱１社を連結の範囲に含めております。
また、従来、連結の範囲に含めていたフ
ァーストリネンサプライ㈱は、当連結会
計年度において全ての株式を売却したた
め、連結の範囲から除外しました。株式
売却時までの損益計算書を連結しており
ます。 
  

（１）連結子会社の数 13社 
主要な連結子会社の名称 
  「第１企業の状況 ４．関係会社の
状況」に記載しているため、省略して
おります。 
（２）非連結子会社はありません。 
     ――――――――― 
  

２．持分法の適用に関する事
項 

（１）持分法適用の関連会社 
   該当なし 
（２）持分法を適用していない非連結子
会社及び関連会社はありません。 

  

（１）    同 左 
  
（２）    同 左 

     

３．連結子会社の事業年度等
に関する事項 

連結子会社の決算日は第一技術開発㈱
を除き連結決算日と一致しております。
上記１社の決算日は12月31日であり、同
日現在の財務諸表を使用しております。
ただし、１月１日から連結決算日までの
期間に生じた重要な取引については連結
決算上必要な調整を行っております。 
  

同 左 
  

４．会計処理基準に関する事
項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方
法 
イ．販売土地及び建物は、個別法によ
る原価基準により評価しておりま
す。 
  

（１）重要な資産の評価基準及び評価方
法 
イ．    同 左 

  ロ．その他有価証券
 時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）を採用しております。 
  

ロ．その他有価証券 
 時価のあるもの 

       同 左 

     時価のないもの
移動平均法による原価法 
  

   時価のないもの 
       同 左 



  

  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （２）重要な減価償却資産の減価償却の
方法 
イ．有形固定資産 
  主として定率法を採用しておりま
す。 
ただし、当社及び連結子会社は平成
10年４月１日以降に取得した建物（附
属設備を除く。）は定額法によってお
ります。 
なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。 
 建物及び構築物 ７～50年 
 機械装置及び運搬具 
         ２～20年 
ロ．無形固定資産 
  当社及び連結子会社は定額法を採用
しております。 
  なお、ソフトウェア（自社利用）に
ついては、社内における見込利用可能
期間（５年）による定額法を採用して
おります。 

  

（２）重要な減価償却資産の減価償却の
方法 
イ．有形固定資産 

同 左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

ロ．無形固定資産 
同 左 
  

  （３）重要な引当金の計上基準
イ．退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上し
ております。 
  なお、会計基準変更時差異について
は、15年による按分額を費用処理して
おります。 
  数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により、翌連
結会計年度から費用処理することとして
おります。 

（３）重要な引当金の計上基準 
イ．退職給付引当金 
       同 左 

ロ．役員退職慰労引当金
  役員の退職慰労金の支出に備えて、
連結子会社のうち一部について、内規
に基づく期末要支給額を計上しており
ます。 
  

ロ．役員退職慰労引当金 
同 左 

ハ．賞与引当金 
  従業員に対して支給する賞与の支出
に充てるため、支給見込額に基づき計
上しております。 
  

ハ．賞与引当金
同 左 



  

  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ニ．貸倒引当金 
  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備
えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権について個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 
  

ニ．貸倒引当金
同 左 

  
  
  
  
  

  
（４）重要なリース取引の処理方法
  リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
により計上しております。 
  

（４）重要なリース取引の処理方法 
同 左 

  （５）重要なヘッジ会計の方法
 イ．ヘッジ会計の方法 
   金利スワップ及び金利キャップに
ついては、特例処理の要件を満たし
ているため特例処理を採用しており
ます。 

  

（５）重要なヘッジ会計の方法 
イ．ヘッジ会計の方法 
金利スワップ及び金利キャップに
ついては、特例処理の要件を満たし
ているため特例処理を採用しており
ます。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
 （ヘッジ手段） 
   金利スワップ 
   金利キャップ 
 （ヘッジ対象） 
   借入金の利息 
  
  
ハ．ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回避す
る目的で金利スワップ取引及び金利
キャップ取引を行っており、ヘッジ
対象の識別は個別契約毎に行ってお
ります。 

  
ニ．ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ及び金利キャップの
想定元本、利息の受払条件（利子
率、利息の受払日等）及び契約期間
がほぼ同一であり、金利スワップ及
び金利キャップの特例処理の要件を
満たしているため有効性の評価を省
略しております。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 
 （ヘッジ手段） 
   金利スワップ 
   金利キャップ 
 （ヘッジ対象） 
   借入金の利息 
   社債の利息 
  
ハ．ヘッジ方針 
借入金及び社債の金利変動リスク
を回避する目的で金利スワップ取引
及び金利キャップ取引を行ってお
り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎
に行っております。 

  
 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 
 金利スワップ及び金利キャップの
想定元本、利息の受払条件（利子
率、利息の受払日等）及び契約期間
がほぼ同一であり、金利スワップ及
び金利キャップの特例処理の要件を
満たしているため有効性の評価を省
略しております。 

     
     



  

  
  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （６）その他連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項 

  
イ．消費税の処理方法 
  税抜方式によっております。 
  
 ロ．国庫補助金等の処理方法 
鉄軌道事業において地方公共団体等に
より工事費の一部として国庫補助金等を
受けており、工事完成時に取得原価で計
上しております。 
  
  

（６）その他連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項 

  
イ．消費税の処理方法 
       同 左 
  
ロ．国庫補助金等の処理方法 
鉄軌道事業において地方公共団体等に
より工事費の一部として国庫補助金等を
受けており、国庫補助金等相当額は直接
減額せず、工事完成時に取得原価で計上
しております。 
また、バス事業において設備購入補助
のための国庫補助金等を受けております
が、国庫補助金等相当額は直接減額せ
ず、国庫補助金等により取得した資産を
取得原価で固定資産に計上しておりま
す。 
  
（会計方針の変更） 
 連結子会社が行っているバス事業にお
いては、設備購入補助のための国庫補助
金等により取得した資産について、前連
結会計年度までは、取得原価から国庫補
助金等相当額を直接減額したうえで、当
該資産を固定資産に計上しておりました
が、以下の理由により当連結会計年度よ
り国庫補助金等相当額は直接減額せず、
国庫補助金等により取得した資産を取得
原価で固定資産に計上することとしまし
た。この変更により、従来の方法に比べ
税金等調整前当期純利益は、24百万円増
加しております。 
 地方路線を抱える当該バス事業におい
ては、国庫補助金等による車両購入が増
加しており、今後も過疎バスに係る欠損
補助金に代わる固定資産の設備等に対す
る設備購入補助金の位置付けが重要にな
ってきております。 
 このような状況において、資産の公正
な市場価額を取得原価とする方が、より
適切に原価が計上されることとなり、経
営判断にとっても有効なものでありま
す。また、親会社である京福電気鉄道株
式会社はすでに同様の処理をしており、
会計処理の方法を統一することにより、
企業集団の財産及び損益の状態をより正
しく示すこととなります。 
  



  

  
  
 次へ 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ハ．繰延資産の処理方法
社債発行費 
商法施行規則に基づき３年間（３年以
内に社債償還の期限が到来するときは、
償還までの期間）で均等償却しておりま
す。 
（会計処理方法の変更） 
 従来は社債発行費について支出時に全
額費用処理しておりましたが、社債発行
額の増加に伴い社債発行費も多額となる
ことから、社債発行費の効果が支出時の
みならず翌連結会計年度以降にも影響す
るのを勘案し、当連結会計年度に発生し
た社債発行費は繰延資産に計上し、商法
施行規則に基づき３年間（３年以内に社
債償還の期限が到来するときは、償還ま
での期間）で均等償却する方法に変更し
ました。 
 この結果、従来の方法に比べ営業外費
用が49,660千円減少し、経常損失は同額
減少しております。一方、税金等調整前
当期純利益は同額増加しております。 
  

ハ．繰延資産の処理方法 
社債発行費 

 商法施行規則に基づき３年間（３年以
内に社債償還の期限が到来するときは、
償還までの期間）で均等償却しておりま
す。 
  

５．連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ
いては、全面時価評価法を採用しており
ます。 
  

同 左 

６．連結調整勘定の償却に関
する事項 

連結調整勘定の償却については、５年
間の均等償却を行なっております。 
  

同 左 

７．利益処分項目等の取扱い
に関する事項 

 連結剰余金計算書は連結会社の利益処
分又は損失処理について連結会計年度中
に確定した利益処分又は損失処理に基づ
いて作成しております。 
  

同 左 

８．連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容易
に換金可能であり、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか負わない取得日
から３ヵ月以内に償還期限の到来する短
期投資からなっております。 
  

同 左 



  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
  表示方法の変更 

  
  追加情報 

  

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月 １日 
  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月 １日 
  至 平成18年３月31日） 

      
（固定資産の減損に係る会計基準） 
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係
る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平
成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10
月31日）が平成16年３月31日に終了する連結会計年度に係
る連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、
当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用して
おります。これによる損益に与える影響はありません。 

  

 
  
             ―――――――――――― 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月 １日 
  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月 １日 
  至 平成18年３月31日） 

     
   

 ―――――――――――― 

    
「受託工事収入」は、前連結会計年度まで営業外収益の
「雑収入」に含めて表示しておりましたが、営業外収益の
総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 
なお、前連結会計年度における「受託工事収入」の金額
は１百万円であります。 
  
「賃料収入」は、前連結会計年度まで営業外収益の「雑
収入」に含めて表示しておりましたが、営業外収益の総額
の100分の10を超えたため区分掲記しました。 
なお、前連結会計年度における「賃料収入」の金額は９
百万円であります。 
  
「社債発行費償却」は、前連結会計年度まで営業外費用
の「雑支出」に含めて表示しておりましが、営業外費用の
総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 
なお、前連結会計年度における「社債発行費償却」の金
額は27百万円であります。 

   
   

前連結会計年度 
（自 平成16年４月 １日 
  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月 １日 
  至 平成18年３月31日） 

       
（外形標準課税制度導入に伴う影響） 
 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第
９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日
以降に開始する事業年度より外形標準課税が導入されたこ
とに伴い、当連結会計年度から「法人事業税における外形
標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取
扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会 実務対応
報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割に
ついては、営業費に計上しております。 
 この結果、営業費が19百万円増加し、営業利益及び税金
等調整前当期純利益が同額減少しております。一方、経常
損失は同額増加しております。 

 
  

 ―――――――――――― 



  

  注記事項 

  （連結貸借対照表関係） 

  

 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

※１   

 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

15,185百万円であります。 

  

有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

15,776百万円であります。 

※２   

 担保提供資産及び担保付債務 

 平成17年３月31日現在、下記の諸資産を長期借入金及

び短期借入金8,394百万円（内財団抵当分 7,107百万

円）、社債銀行債務保証1,370百万円（内財団抵当分

1,370百万円）の担保に提供しております。 

             

建物及び構築物     3,955百万円  

（内財団抵当分   1,438百万円） 

機械装置及び運搬具  1,196百万円  

（内財団抵当分   1,196百万円） 

土地          1,351百万円  

（内財団抵当分     796百万円） 

その他           26百万円  

（内財団抵当分     26百万円） 

投資有価証券        66百万円  

（内財団抵当分    ― 百万円） 

  

 担保提供資産及び担保付債務 

 平成18年３月31日現在、下記の諸資産を長期借入金及

び短期借入金6,588百万円（内財団抵当分 5,734百万

円）、社債銀行債務保証1,935百万円（内財団抵当分

1,935百万円）の担保に提供しております。 

             

建物及び構築物     2,505百万円  

（内財団抵当分   1,448百万円） 

機械装置及び運搬具  1,044百万円  

（内財団抵当分   1,044百万円） 

土地         764百万円  

（内財団抵当分     629百万円） 

その他           23百万円  

（内財団抵当分     23百万円） 

投資有価証券        89百万円  

（内財団抵当分    ― 百万円） 

※３   

 固定資産圧縮累計額 

 有形固定資産については、下記のとおり、取得価額か

ら国庫及び地方公共団体補助金等圧縮記帳額が直接控除

されております。 

   建物及び構築物    2,055百万円  

   機械装置及び運搬具  1,033百万円  

   その他           3百万円  

  

 固定資産圧縮累計額 

 有形固定資産については、下記のとおり、取得価額か

ら国庫及び地方公共団体補助金等圧縮記帳額が直接控除

されております。 

   建物及び構築物    2,051百万円  

   機械装置及び運搬具  1,032百万円  

   その他           3百万円  

※４   

 当社の発行済株式総数は、普通株式20,000,000株であ

ります。 

  

 当社の発行済株式総数は、普通株式20,000,000株であ

ります。 

※５   

当社が保有する自己株式の数は、普通株式19,205株

であります。 

  

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式20,689株で

あります。 



   （連結損益計算書関係） 

  

 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月 １日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月 １日 
至 平成18年３月31日） 

※１   
「販売費及び一般管理費」は、不動産売買業及び小売
業に係るものであり、その主な内訳は次のとおりであり
ます。 
人件費             81百万円 

 
「販売費及び一般管理費」は、不動産売買業及び小売
業に係るものであり、その主な内訳は次のとおりであり
ます。 
人件費             77百万円 

※２   
営業費のうち引当金繰入額 
賞与引当金繰入額        245百万円 
退職給付引当金繰入額      177百万円 
役員退職慰労引当金繰入額     3百万円 

  

 
営業費のうち引当金繰入額 
賞与引当金繰入額        239百万円 
退職給付引当金繰入額      126百万円 

  役員退職慰労引当金繰入額     3百万円 

※３   
固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 
土地              96百万円 
建物              212百万円  
計                      309百万円 

 
固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 
土地              273百万円 
  

※４   
――――――――――― 

 
グループ会社において流動資産に計上していた不動産
の一部を売却しました。同資産の売却は営業活動として
実施する通常の販売とは性質が異なるため、特別損失に
計上しております。 
  

※５   
――――――――――― 

 
越前線の一部廃線に伴う諸費用を計上しております。 

※６   
関係会社株式売却益はファーストリネンサプライ㈱株
式を全株譲渡したことによるものであります。 
  

 
――――――――――― 

※７        
固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 
土地                      112百万円 
建物及び構築物             17百万円  
計                     129百万円  

  

 
――――――――――― 

※８        
固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
建物及び構築物         6百万円 
機械装置及び運搬具       8百万円 
その他             19百万円  

   計               34百万円 
  

 
――――――――――― 



  

  （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

前へ   次へ 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月 １日 

    至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月 １日 

    至 平成18年３月31日） 

  

（１）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

                     （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定          1,878百万円 

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金    300百万円 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金   △69百万円 

現金及び現金同等物           2,109百万円 

  

  

  

（１）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

                     （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定          1,743百万円 

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金  1,050百万円 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金   △61百万円 

現金及び現金同等物           2,732百万円 

  

  

（２）当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の売却によりファーストリネンサプライ㈱が連結子会

社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳は

次のとおりであります。 

  

流動資産                                95百万円 

固定資産                               135百万円 

資産合計                  230百万円 

  

流動負債                               28百万円 

固定負債                               79百万円 

負債合計                108百万円 

  

  

――――――――――― 



 （リース取引関係） 

  

  前へ   次へ 

  

前連結会計年度 

（自 平成16年４月 １日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月 １日 

至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 

相当額 

減価償却累計

額相当額 

期末残高 

相当額 
  

取得価額 

相当額 

減価償却累計

額相当額 

期末残高 

相当額 

  百万円 百万円 百万円   百万円 百万円 百万円 

機械装置及び

運搬具 
346 203 142 

機械装置及び

運搬具 
430 217 213 

その 他（有 形

固定資産） 
146 37 108 

その他（有形

固定資産） 
115 60 54 

合計 492 241 251 合計 545 277 267 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

  

（２）未経過リース料期末残高相当額 

  

     １年内     84百万円 

     １年超    166百万円  

     合 計    251百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

  

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

  

   支払リース料   81百万円 

   減価償却費相当額 81百万円 

  

（４）減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

             同左 

  

  

  

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

     １年内     94百万円 

     １年超    173百万円  

     合 計    267百万円 

          同左 

  

  

  

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

   支払リース料   87百万円 

   減価償却費相当額 87百万円 

  

（４）減価償却費相当額の算定方法 

             同左 

  

  

  
  

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度    自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの                             （単位：百万円）
 

 
 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券              （単位：百万円）
 

 
 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容               （単位：百万円）
 

 
 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額                  （単位：百万円）
 

 
 

 

  種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

（１）株式 
（２）債券 

社債 
（３）その他 

87

  
－ 
15 

186

  
－ 
16 

99 
  
－ 
0 

小計 102 203 100 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

（１）株式 
（２）債券 
   その他 
（３）その他 

9

  
－ 
7 

9

  
－ 
6 

－ 
  
－ 
△0 

小計 16 16 △0 
合計 118 219 100 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

40 21 0

  連結貸借対照表計上額 摘   要

その他有価証券 
 非上場株式 
 譲渡性預金 
 ＭＭＦ 

  
199 
300 
0 

 

  １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 
１．債券 
（１）社債 
２．その他 

  
－ 
－ 

 

－ 
12 

 

－ 
－ 

  
－ 
－ 



 
 

当連結会計年度    自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの                             （単位：百万円）
 

 
 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券              （単位：百万円）
 

 
 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容               （単位：百万円）
 

 
 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額                  （単位：百万円）
 

 
 

 
 

 
 

 

  種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

（１）株式 
（２）債券 
   社債 
（３）その他 

95

  
－ 
128 

302

  
－ 
137 

207 
  
－ 
8 

小計 223 439 215 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

（１）株式 
（２）債券 
   その他 
（３）その他 

180

  
－ 
－ 

176

  
－ 
－ 

△3 
  
－ 
－ 

小計 180 176 △3 
合計 404 616 211 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

24 3 －

  連結貸借対照表計上額 摘   要

その他有価証券 
 非上場株式 
 譲渡性預金 
 ＭＭＦ 

  
211 

1,050 
1 

 

  １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 
１．債券 
（１）社債 
２．その他 

  
－ 
2 

 

－ 
5 

 

－ 
－ 

  
－ 
－ 



 （デリバティブ取引関係） 

  

 １．取引の状況に関する事項 

 
 

 
 

 ２．取引の時価等に関する事項 

   前連結会計年度（平成17年３月31日）及び当連結会計年度（平成18年３月31日） 

全てヘッジ会計が適用されているため記載しておりません。 

 
 

 前へ   次へ              

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 
（１） 取引の内容 
   利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ
プ取引及び金利キャップ取引であります。 

（２） 取引に対する取組方針 
   デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリ
スク回避を目的としており、投機的な取引は行わ
ない方針であります。 

（３） 取引の利用目的 
   デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利
市場における利率上昇による変動リスクを回避す
る目的で利用しております。 

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計
を行っております。 

 ヘッジ会計の方法 
   特例処理の要件を満たしているため特例処理を
採用しております。 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 
（ヘッジ手段） 
   金利スワップ 
   金利キャップ 
（ヘッジ対象） 
   借入金の利息 
  
 ヘッジ方針 
   借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利
スワップ取引及び金利キャップ取引を行ってお
り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っており
ます。 

  
ヘッジ有効性評価の方法 
   金利スワップ及び金利キャップの想定元本、利
息の受払条件（利子率、利息の受払日等）及び契
約期間がほぼ同一であり、金利スワップ及び金利
キャップの特例処理の要件を満たしているため有
効性の評価を省略しております。 

（４） 取引に係るリスクの内容 
   金利スワップ取引及び金利キャップ取引は市場
金利の変動によるリスクを有しております。 

   なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に
限定しているため信用リスクはほとんどないと認
識しております。 

（５） 取引に係るリスク管理体制 
   デリバティブ取引の執行・管理については、資
金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っており
ます。 

（１） 取引の内容
  同 左 

  
（２） 取引に対する取組方針 
         同 左 
  
  
（３） 取引の利用目的 
   デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利
市場における利率上昇による変動リスクを回避す
る目的で利用しております。 

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計
を行っております。 
ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たしているため特例処理を
採用しております。 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 
（ヘッジ手段） 
   金利スワップ 
   金利キャップ 
（ヘッジ対象） 
借入金の利息 
社債の利息 

ヘッジ方針 
  借入金及び社債の金利変動リスクを回避する目
的で金利スワップ取引及び金利キャップ取引を行
っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ
ております。 

 ヘッジ有効性評価の方法 
金利スワップ及び金利キャップの想定元本、利
息の受払条件（利子率、利息の受払日等）及び契
約期間がほぼ同一であり、金利スワップ及び金利
キャップの特例処理の要件を満たしているため有
効性の評価を省略しております。 

（４） 取引に係るリスクの内容 
同 左 

  
  
  
  
（５） 取引に係るリスク管理体制 

同 左 



（退職給付関係） 
  

  
  
 

１．採用している退職給付制度の概要  
（１）当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており
ます。 
  
（２）制度別の補足説明 
①退職一時金制度 

②適格退職年金制度 

  設定時期
連結子会社（13社） 会社設立時等
   

  設定時期
当社 平成10年
京都バス㈱ 平成11年

  
  
２．退職給付債務に関する事項  

（単位：百万円） 
  前連結会計年度

(平成17年３月31日) 
当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

（イ） 退職給付債務 △1,303 △1,197 
（ロ） 年金資産 185 269 
（ハ） 未積立退職給付債務（イ）＋（ロ） △1,117 △928 
（ニ） 会計基準変更時差異の未処理額 1,039 935 
（ホ） 未認識数理計算上の差異の未処理額 87 24 

（ヘ） 連結貸借対照表計上額純額 
（ハ）＋（ニ）＋（ホ） 9 31 

（ト） 前払年金費用 361 374 
（チ） 退職給付引当金（ヘ）－（ト） △352 △343 
（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

  



  

  
  

  
前へ   次へ 

３．退職給付費用に関する事項 
（単位：百万円） 

  前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（イ） 勤務費用 46   7   

（ロ） 利息費用 10 9 
（ハ） 期待運用収益 △4 △5 
（ニ） 会計基準変更時差異の費用処理額 112 103 
（ホ） 数理計算上の差異の費用処理額 11 11 
（ヘ） 特別退職金 27 － 
（ト） 退職給付費用 205 126 
（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(イ)勤務費用」に計上しております。 
  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  
  前連結会計年度

(平成17年３月31日) 
当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

（イ） 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 
（ロ） 割引率 1.5％ 1.5％ 
（ハ） 期待運用収益率 3.0％ 3.0％ 
（ニ） 数理計算上の差異の処理年数 10年（注） 10年（注） 
（ホ） 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年 
（注）数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
  



（税効果会計関係） 

  

  

  

前へ 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

  当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

繰延税金資産 （百万円）  （百万円） 

 賞与引当金損金算入限度超過額 96    95   

 退職給付引当金損金算入限度超過額 145    152   

 未実現利益の消去 272    272   

 繰越欠損金 365    360   

 販売土地評価損 18    5   

 投資有価証券評価損 58    87   

 その他 2    4   

 小計 961    978   

評価性引当額 △611     △523   

 繰延税金資産計 349    455   

繰延税金負債           

 固定資産圧縮積立金 △81    △95   

 その他有価証券評価差額 △40    △84   

 合併差益 △126    △250   

 繰延税金負債計 △248    △430   

繰延税金資産の純額 100     24   

            

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異があるときの、当
該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
 

  
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  （％）  （％） 
法定実効税率 40.0   40.0   

 （調整）        

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1   4.1   

 受取配当金等永久に損金に算入されない項目 △0.2   △0.7   

 住民税等均等割 1.5   8.2   

 未実現利益に係る税効果 63.7   ―   

 評価性引当金 △31.1   25.6   

 その他 9.6   2.9   

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 84.6   80.1   



（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 
 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 
  
前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  
当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  
  
（注）１．事業区分の方法 
     日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。 
   ２．各事業区分の主要な事業内容 
     運輸業・・・鉄軌道事業、バス事業、タクシー業を行っております。 
     不動産業・・・不動産賃貸業、不動産分譲業等を行っております。 
     レジャー・サービス業・・・旅行業・広告代理店業、ホテル業、飲食業等を行っております。 
     その他の事業・・・建設業・保険代理業、測量・設計業、物販業・自動車整備業等を行っております。 
   ３．営業費のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
  ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社の余資運用資金（現金及び預金）及び長期投資資金（投資有価証

券）であります。 
               前連結会計年度  1,361百万円 
               当連結会計年度  2,302百万円 

  
  
  
 

  運輸業 不動産業 レジャー・
サービス業 

その他
の事業 計

消去又
は全社 連結 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 
Ⅰ営業収益           
（１）外部顧客に対

する営業収益 7,785 1,950 1,335 1,249 12,321 ― 12,321  

（２）セグメント間
の内部営業収
益又は振替高 

26 147 86 720 981 （981） ―   

計 7,812 2,098 1,422 1,970 13,303 （981） 12,321  
営業費用 8,001 1,682 1,587 1,938 13,209 （987） 12,222  
営業利益 
（△は営業損失） △188 415 △164 32 94 5 99  

Ⅱ資産、減価償却費
及び資本的支出           

資産 7,009 7,937 2,577 904 18,429 717 19,146  
減価償却費 611 431 129 22 1,196   （6） 1,190  
資本的支出 747 88 52 19 908 ― 908  

  運輸業 不動産業 レジャー・
サービス業 

その他
の事業 計

消去又 
は全社 連結 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 
Ⅰ営業収益           
（１）外部顧客に対す

る営業収益 7,822 1,784 1,341 950 11,899 ― 11,899

（２）セグメント間の
内部営業収益又
は振替高 

29 239 78 939 1,287 （1,287） ―

計 7,852 2,024 1,419 1,890 13,187 （1,287） 11,899
営業費用 8,084 1,592 1,557 1,907 13,142 （1,289） 11,853
営業利益 
（△は営業損失） △232 431 △137 △17 44 1 46

Ⅱ資産、減価償却費及
び資本的支出           

資産 6,638 7,690 2,029 833 17,193 1,608 18,801
減価償却費 565 415 94 12 1,088   （6） 1,081
資本的支出 325 186 146 16 674 ― 674



【所在地別セグメント情報】 
 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３
月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 
  
  
【海外売上高】 
前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３

月31日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。 
  
  
【関連当事者との取引】 
 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 
（１）親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）当社は、銀行借入に対して京阪電気鉄道㈱より債務保証（予約）を受けております。 
  
当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 
（１）親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）当社は、銀行借入等に対して京阪電気鉄道㈱より債務保証（予約）を受けております。 
  
 

属性 会社等の名称 住所 資本金又は 
出資金 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合 

関係内容

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

      百万円   ％    百万円   百万円

親会社 京阪電気鉄道㈱ 大阪市 
中央区 51,466 運輸業 （43.57） 役員

３名 
借入金の
保証予約 

債務保証（予
約） 
（注） 

3,805 ― ―

属性 会社等の名称 住所 資本金又は 
出資金 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合 

関係内容

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

      百万円   ％    百万円   百万円

親会社 京阪電気鉄道㈱ 大阪市 
中央区 51,466 運輸業 （43.55） 役員

４名 

借入金等
の 

保証予約 

債務保証（予
約） 
（注） 

3,511 ― ―



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  
（重要な後発事象） 
 該当事項はありません。 
  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月 １日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計期間 
（自 平成17年４月 １日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額       109円87銭 
１株当たり当期純利益金額     ３円04銭 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

１株当たり純資産額       113円62銭 
１株当たり当期純利益金額     ０円69銭 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月 １日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計期間
（自 平成17年４月 １日 
至 平成18年３月31日） 

 当期純利益 60百万円 14百万円 
 普通株主に帰属しない金額 ― 百万円 0百万円 
 （うち利益処分による役員賞与金） （  ― 百万円） （  0百万円）
 普通株式に係る当期純利益 60百万円 13百万円 
 期中平均株式数 19,982千株 19,979千株 



⑤【連結附属明細表】 

  

【社債明細表】 

（注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

   ２．連結決算後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

（注）１．平均利率は借入金の期末残高に対する加重平均利率によっております。 

   ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

  

  

（２）【その他】 

   該当事項はありません。 

会社名 銘柄 
発行 

年月日 

前期末残高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

利率 

（％） 
担保 償還期限 

京福電気鉄道 

株式会社 
第１回 

無担保社債 
平成16年 

３月31日 
450 

（100） 
350  

（100） 
1.848 

無担保 

社債 
平成21年 

３月31日 

京福電気鉄道 

株式会社 

第２回 

無担保社債 

平成16年 

７月30日 
1,100 1,100  1.475 

無担保 

社債 

平成21年 

７月31日 

京福電気鉄道 

株式会社 

第３回 

無担保社債 

平成16年 

９月30日 

990 

（220） 

770  

（220） 
1.403 

無担保 

社債 

平成21年 

９月30日 

京福電気鉄道 

株式会社 

第４回 

無担保社債 

平成17年 

９月30日 
― 

625  

（75） 
1.489 

無担保 

社債 

平成22年 

９月30日 

京福電気鉄道 

株式会社 

第５回 

無担保社債 

平成17年 

９月30日 
― 340  1.050 

無担保 

社債 

平成22年 

９月30日 

京福電気鉄道 

株式会社 
第６回 

無担保社債 
平成17年 

９月30日 
― 

234  

（52） 
1.259 

無担保 

社債 
平成22年 

９月30日 

１年以内 

（百万円） 

１年超２年以内 

（百万円） 

２年超３年以内 

（百万円） 

３年超４年以内 

（百万円） 

４年超５年以内 

（百万円） 

447 522 522 1,462 466 

区分 
前期末残高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

平均利率 

（％） 
返済期限 

短期借入金 3,031 2,239 1.306 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,565 2,481 1.872 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
6,380 4,784 1.857 平成19年～平成31年 

合計 11,976 9,504 ―   

区分 
１年超２年以内 

（百万円） 

２年超３年以内 

（百万円） 

３年超４年以内 

（百万円） 

４年超５年以内 

（百万円） 

長期借入金 2,015 1,343 762 223 



２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
  ①【貸借対照表】 

  

 

    前事業年度
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

区 分 注記
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 
（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            
 １．現金・預金     376   357   
 ２．未収運賃     8   12   
 ３．未収金 ※3   87   39   
 ４．未収収益 ※3   63   81   
 ５．関係会社短期貸付金     45   ―   
 ６．有価証券     300   1,052   
 ７．販売土地及び建物     160   87   
 ８．貯蔵品     22   19   
 ９．前払費用     23   21   
 10．繰延税金資産     33   21   
 11．その他の流動資産     37   49   
   貸倒引当金     △0   △0   
  流動資産合計     1,159 8.1  1,742 11.5 
             
Ⅱ 固定資産            
Ａ 鉄軌道事業固定資産 ※1,2          
   １．有形固定資産   5,485   5,578     
     減価償却累計額   3,486 1,998  3,614 1,964   
   ２．無形固定資産     2   4   
     計     2,001 14.0  1,968 13.0 
 Ｂ．兼業固定資産 ※1,2          
   １．有形固定資産   14,532   14,525     
     減価償却累計額   6,171 8,360  6,461 8,063   
   ２．無形固定資産     82   75   
     計     8,443 59.2  8,139 53.7 
 Ｃ．各事業関連固定資産 ※1          
   １．有形固定資産   138   138     
     減価償却累計額   52 86  54 83   
   ２．無形固定資産     0   0   
     計     87 0.6  84 0.5 
 Ｄ．投資その他の資産            
 （１）投資有価証券 ※1   297   640   
（２）関係会社株式     774   1,078   
 （３）出資金     3   3   
 （４）関係会社長期貸付
金     969   962   

（５）破産更生債権等     4   4   
 （６）長期前払費用     0   9   
 （７）長期前払年金費用     361   374   
 （８）その他     110   112   
    貸倒引当金     △4   △4   
投資その他の資産合計     2,515 17.7  3,180 21.0 

  固定資産合計     13,048 91.5  13,372 88.2 
             
Ⅲ 繰延資産            
   社債発行費     49   44   
  繰延資産合計     49 0.4  44 0.3 
  資産合計     14,257 100.0  15,160 100.0 
             



  
  
  

  
                                        

    前事業年度
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

区 分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 
（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            
１．短期借入金 ※1   2,428   2,080   
２．１年以内返済予定
の 
長期借入金 

※1   2,168   2,026   

３．１年以内償還予定
の 

社債 
※1   320   447   

４．未払金 ※3   148   151   
５．未払費用     40   36   
６．未払法人税等     11   9   
７．未払消費税等     8   47   
８．預り連絡運賃     0   0   
９．預り金 ※3   29   36   
10．前受運賃     15   14   
11．前受金     ―   8   
12．前受収益 ※3   16   19   
13．賞与引当金     35   35   
14．その他     11   10   
流動負債合計     5,233 36.7  4,925 32.5 

             
Ⅱ 固定負債            
１．社債 ※1   2,220   2,972   
２．長期借入金 ※1   4,854   3,945   
３．長期未払金     ―   966   
４．長期繰延税金負債     189   221   
５．退職給付引当金     90   74   
６．長期預り金     3   2   
７．預り保証金     71   62   
固定負債合計     7,429 52.1  8,244 54.4 
負債合計     12,662 88.8  13,169 86.9 

             
（資本の部）            

Ⅰ 資本金 ※4   1,000 7.0  1,000 6.6 
Ⅱ 資本剰余金            
 １．資本準備金   270   270     
   資本剰余金合計     270 1.9  270 1.8 
Ⅲ 利益剰余金            
 １．利益準備金   46   46     
 ２．任意積立金            
   固定資産圧縮積立
金   91   122     

 ３．当期未処分利益   152   485     
   利益剰余金合計     290 2.0  654 4.3 
Ⅳ その他有価証券評価差額
金     35 0.3  68 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※5   △2 △0.0  △2 △0.0 
  資本合計     1,594 11.2  1,990 13.1 
負債・資本合計     14,257 100.0  15,160 100.0 

             



  ②【損益計算書】 

  

 

    前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

区 分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 鉄軌道事業営業損益           

 １．営業収益 ※1         

（１）旅客運輸収入   1,072   1,071    

（２）運輸雑収   82 1,154 42.5 85 1,157 44.8

２．営業費 ※1           

（１）運送営業費   781    778    

（２）一般管理費   167    178    

（３）諸税   90    86    

（４）減価償却費   160 1,200 44.2 165 1,208 46.8

 鉄軌道事業営業損失     45 1.7   51 2.0

Ⅱ 兼業営業損益             

 １．営業収益 ※1           

 （１）土地建物販売収入   66    86    

 （２）賃貸収入外   1,278    1,132    

 （３）沿線諸事業収入外   215 1,560 57.5 207 1,426 55.2

 ２．営業費 ※1           

 （１）売上原価   126    119    

 （２）運送営業費   36    39    

 （３）販売費及び一般管理

費 
  611    482    

 （４）諸税   121    103    

 （５）減価償却費   418 1,314 48.4 416 1,163 45.0

 兼業営業利益     246 9.1   263 10.2

 全事業営業利益     200 7.4   212 8.2

Ⅲ 営業外収益             

 １．受取利息 ※1 13    14    

 ２．有価証券利息   0    ―    

 ３．受取配当金 ※1 5    98    

 ５．物品売却益   0    0    

 ６．損害保険料   8    2    

 ７．受託工事収入   1    15    

 ８．雑収入 ※1 30 60 2.2 23 153 6.0

Ⅳ 営業外費用             

 １．支払利息   185    139    

 ２．社債利息   10    22    

 ３．社債発行費償却   27    37    

 ４．貸倒引当金繰入額   0    ―    

 ５．雑支出   4 229 8.4 18 217 8.4

 経常利益     31 1.2   148 5.8

            



  

  

 

    前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 金額（百万円） 

百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅴ 特別利益          

１．固定資産売却益 ※1、2 430   272    

２．国庫補助金等   85   37    

３．投資有価証券売却益   20 536 19.7 ― 309 12.0

Ⅵ 特別損失           

１．関連事業整理損 ※3 ―    67    

２．投資有価証券評価損   59    ―    

３．販売用不動産評価損   47    ―    

４．資産処分損 ※1、4 44    ―    

５．固定資産除却損 ※5 34    ―    

６．特別退職金   20    ―    

７．固定資産売却損 ※1、6 17    ―    

８．その他特別損失   25 249 9.2 ― 67 2.6

 税引前当期純利益    318 11.7  390 15.2

 法人税、住民税及び事業税   4    4    

 法人税等調整額   290 294 10.9 22 27 1.1

 当期純利益    24 0.8  363 14.1

 前期繰越利益    128   122  

 当期未処分利益    152   485  

           

           

    

（注）１． 百分比は、全事業営業

収益2,715百万円を100

とする比率でありま

す。 

（注）１． 百分比は、全事業営業

収益2,583百万円を100

とする比率でありま

す。 

    

   ２． 売上原価の内訳は土地

建物原価69百万円、沿

線諸事業売上原価57百

万円であります。 

   ２． 売上原価の内訳は土地

建物原価75百万円、沿

線諸事業売上原価44百

万円であります。 



営業費明細表 

  

 

   前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

区 分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 鉄軌道事業営業費 ※１      

１．運送営業費        

 人件費   570  555  

 経費   211 781 222 778 

２．一般管理費         

 人件費   84  93  

 経費   82 167 84 178 

３．諸税     90   86 

４．減価償却費     160   165 

  鉄軌道事業営業費     1,200   1,208 

           

Ⅱ 兼業営業費 ※２       

１．売上原価         

  土地建物売上原価   69  75  

  沿線諸事業売上原価   57 126 44 119 

２．運送営業費     36   39 

３．販売費及び一般管理費         

   人件費   137  106  

   経費   473 611 376 482 

４．諸税    121   103 

５．減価償却費    418   416 

兼業営業費合計    1,314   1,163 

         

  全事業営業費合計    2,515   2,371 

         

                  

前事業年度 当事業年度
 事業別営業費合計の100分の５を超える主な費用並びに
営業費（全事業）に含まれている引当金繰入額は次のとお
りであります。 

 事業別営業費合計の100分の５を超える主な費用並び
に営業費（全事業）に含まれている引当金繰入額は次
のとおりであります。 

  （百万円）  （百万円）
※１鉄軌道事業営業費   ※１鉄軌道事業営業費   
  運送営業費     運送営業費   
    給与 384     給与 379 
    退職給付費用 80     退職給付費用 79 
       修繕費 60 
      
※２兼業営業費  ※２兼業営業費   
  販売費及び一般管理費    販売費及び一般管理費   
    業務委託料 140     業務委託料 88 
    賃借料 140     賃借料 140 
      
 ３営業費（全事業）に含まれる引当金繰入額  ３営業費（全事業）に含まれる引当金繰入額 
    賞与引当金 35     賞与引当金 35 
    退職給付費用 109     退職給付費用 102 



  ③【利益処分計算書】 

  

次へ 

  

       

    
前事業年度

株主総会承認日 
（平成17年６月24日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月28日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   
 152   485 

Ⅱ 固定資産圧縮積立金取崩額   
8 8 11 11 

  合計   
 161  496 

      
     

Ⅲ 利益処分額   
     

  固定資産圧縮積立金   
39 39 17 17 

      
     

Ⅳ 次期繰越利益   
 122   479 

      
      



重要な会計方針 

  

 

項目
 

前事業年度
 

（自 平成16年４月１日
 

至 平成17年３月31日）
 

当事業年度
 

（自 平成17年４月１日
 

至 平成18年３月31日）
 

  
１．資産の評価基準及び評価
方法 
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
（１）有価証券               
子会社株式及び関連会社株式 
 移動平均法による原価法を採用しておりま
す。 

 

（１）有価証券               
子会社株式及び関連会社株式 

同    左 
  

その他有価証券 
 時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価
差額は全部資本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法より算定）を採用しておりま
す。 

その他有価証券

 時価のあるもの 
同    左 
  
  

  

 時価のないもの 
 移動平均法による原価法を採用しておりま
す。 

 時価のないもの

同    左 
  

  
  
              
  

  
（２）たな卸資産 
（評価基準） （評価方法） 

 販売土地及び建物 
原価基準   個別法 
貯蔵品 
原価基準   移動平均法 

  
  

 

（２）たな卸資産 
（評価基準） （評価方法） 

 販売土地及び建物 
同    左 

貯蔵品 
同    左 

  

  
２．固定資産の減価償却の方
法 

  
（１）有形固定資産 
鉄軌道事業における有形固定資産 
 定率法（ただし、鉄軌道事業における取替
資産については定率法による取替法） 
 ただし、平成10年４月１日以降取得した建
物（建物附属設備を除く）については、定額
法を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであり
ます。 
  建物   ７～50年 
  機械装置 ２～20年 

 

（１）有形固定資産 
鉄軌道事業における有形固定資産 

同    左 
  
  
  
  
  
  
  

  

その他の有形固定資産 
  定額法 
  

その他の有形固定資産

同    左 

  （２）無形固定資産 
  定額法 
 なお、ソフトウェア（自社利用）について
は、社内における見込利用可能期間（５年）
による定額法を採用しております。 
  

（２）無形固定資産

同    左 



  

  

 

項目
 

前事業年度
 

（自 平成16年４月１日
 

至 平成17年３月31日）
 

当事業年度
 

（自 平成17年４月１日
 

至 平成18年３月31日）
 

  
３．繰延資産の処理方法 

  
社債発行費 
商法施行規則に基づき３年間（３年以内に

社債償還の期限が到来するときは、償還まで
の期間）で均等償却しております。 
（会計処理方法の変更） 
従来は社債発行費について支出時に全額費

用処理しおりましたが、社債発行額の増加に
伴い社債発行費も多額となることから、社債
発行費の効果が支出時のみならず翌事業年度
以降にも影響するのを勘案し、当事業年度に
発生した社債発行費は繰延資産に計上し、商
法施行規則に基づき３年間（３年以内に社債
償還の期限が到来するときは、償還までの期
間）で均等償却する方法に変更しました。 
この結果、従来の方法に比べ営業外費用が

49百万円減少し、経常利益及び税引前当期純
利益は同額増加しております。 
  

 

社債発行費 
商法施行規則に基づき３年間（３年以内に

社債償還の期限が到来するときは、償還まで
の期間）で均等償却しております。 

  
４．引当金の計上基準     

  
（１）貸倒引当金 
未収金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 
  

  
（１）貸倒引当金 

同    左 

       （２）賞与引当金 
従業員に対する賞与の支払に充てるため、

支給見込額により計上しております。 
  

（２）賞与引当金

同    左 

       （３）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。 
なお、会計基準変更時差異については、15

年による按分額を費用処理しております。 
 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。 
  

（３）退職給付引当金

同    左 
  



  

  

 

項目
 

前事業年度
 

（自 平成16年４月１日
 

至 平成17年３月31日）
 

当事業年度
 

（自 平成17年４月１日
 

至 平成18年３月31日）
 

  
５．リース取引の処理方法 

  
リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理により計上しております。 
  

  
同    左 

  
６．ヘッジ会計の方法 
  

  
（１）ヘッジ会計の方法 
金利スワップ及び金利キャップについて

は、特例処理の要件を満たしているため特例
処理を採用しております。 

 

（１）ヘッジ会計の方法 
金利スワップ及び金利キャップについて

は、特例処理の要件を満たしているため特例
処理を採用しております。 

  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） 
 金利スワップ 
 金利キャップ 
  
（ヘッジ対象） 
借入金の利息 
  

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
（ヘッジ手段） 
 金利スワップ 
 金利キャップ 
  
（ヘッジ対象） 
借入金の利息 
社債の利息 

  （３）ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引及び金利キャップ取引を行
っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に
行っております。 
  

（３）ヘッジ方針

借入金及び社債の金利変動リスクを回避す
る目的で金利スワップ取引及び金利キャップ
取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別
契約毎に行っております。 
  

  （４）ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ及び金利キャップの想定元
本、利息の受払条件（利子率、利息の受払日
等）及び契約期間がほぼ同一であり、金利ス
ワップ及び金利キャップの特例処理の要件を
満たしているため有効性の評価を省略してお
ります。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 
金利スワップ及び金利キャップの想定元

本、利息の受払条件（利子率、利息の受払日
等）及び契約期間がほぼ同一であり、金利ス
ワップ及び金利キャップの特例処理の要件を
満たしているため有効性の評価を省略してお
ります。 

  
７．その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項 
  

  
（１）消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発
生事業年度の期間費用としております。 

 
（１）消費税等の会計処理 

同    左 

  
  

  
（２）国庫補助金等の圧縮記帳処理の方法 
鉄軌道事業において地方公共団体等により

工事費の一部として国庫補助金等を受けてお
り、工事完成時に取得原価で計上しておりま
す。 
  

  
（２）国庫補助金等の圧縮記帳処理の方法 
鉄軌道事業において地方公共団体等により

工事費の一部として国庫補助金等を受けてお
りますが、国庫補助金等相当額は直接減額せ
ず、工事完成時に取得原価で計上しておりま
す。 

  



会計処理方法の変更 

  
追加情報 

  
  
 次へ 

前事業年度
 

（自 平成16年４月１日
 

至 平成17年３月31日）
 

当事業年度
 

（自 平成17年４月１日
 

至 平成18年３月31日）
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る
会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14
年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）
が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財務諸表から
適用できることになったことに伴い、当事業年度から同会計
基準及び同適用指針を適用しております。これによる損益に
与える影響はありません。 
  

 

    ―――――――――― 

前事業年度
 

（自 平成16年４月１日
 

至 平成17年３月31日）
 

当事業年度
 

（自 平成17年４月１日
 

至 平成18年３月31日）
 

（外形標準課税制度導入に伴う影響）

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９
号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年4月1日以降に
開始する事業年度より外形標準課税が導入されたことに伴
い、当事業年度から「法人事業税における外形標準課税部分
の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16
年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に
従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、営業費
に計上しております。 
 この結果、営業費が７百万円増加し、営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益が同額減少しております。 

 

    ―――――――――― 



 

注記事項 
（貸借対照表関係） 

  前事業年度
（平成17年3月31日） 

当事業年度
（平成18年3月31日）   

  
※１  

  
鉄軌道事業固定資産、兼業固定資産、各事業関連固定

資産、投資有価証券の一部については、財団抵当借入金
等の担保に供しております。 

 
鉄軌道事業固定資産、兼業固定資産、投資有価証券の

一部については、財団抵当借入金等の担保に供しており
ます。 

  

担保資産               担保資産                 

  鉄軌道事業        1,955百万円   鉄軌道事業        1,914百万円   

（内軌道財団抵当分    1,955百万円） （内軌道財団抵当分    1,914百万円）   

 兼業           2,647百万円  兼業             408百万円   

 各事業関連          86百万円  投資有価証券         89百万円   

  投資有価証券         66百万円    

 担保付債務               担保付債務                

 長期借入金（１年内含む） 5,553百万円  長期借入金（１年内含む） 4,676百万円   

 （内軌道財団抵当分    5,140百万円）  （内軌道財団抵当分    4,676百万円）   

 短期借入金         235百万円  短期借入金          80百万円   

社債銀行債務保証     1,370百万円 社債銀行債務保証     1,935百万円   

（内軌道財団抵当分    1,370百万円） （内軌道財団抵当分    1,935百万円）   

 関係会社の借入金      294百万円    

  
※２ 

  
 国庫及び地方公共団体補助金等による固定資産の圧縮
記帳累計額 
  
鉄軌道事業固定資産    1,374百万円 
兼業固定資産       1,384百万円 

計         2,759百万円 

 
 国庫及び地方公共団体補助金等による固定資産の圧縮
記帳累計額 
  
鉄軌道事業固定資産    1,372百万円 
兼業固定資産       1,381百万円 

計         2,753百万円 

  

  
※３ 

  
区分掲載されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次のとおりであります。 
未収金            １百万円 
未収収益                13百万円 

  未払金             3百万円  
前受収益            0百万円    

 
区分掲載されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次のとおりであります。 
未収金            １百万円 
未収収益                44百万円 

  未払金             12百万円 
  預り金             1百万円  
前受収益            0百万円 

  

  
※４ 

  
授権株式数   普通株式  80,000,000株 
発行済株式総数 普通株式  20,000,000株 

 
授権株式数   普通株式  80,000,000株 
発行済株式総数 普通株式  20,000,000株   

  
※５ 

  
当社が保有する自己株式の数は普通株式19,205株であ

ります。 

 
当社が保有する自己株式の数は普通株式20,689株であ

ります。 
  

  
 ６ 

  
下記の関係会社の借入金等に対し、債務保証を行ってお
ります。 
  

京福バス㈱         493百万円 
三国観光産業㈱       298百万円 
京福タクシー㈱        15百万円 
㈱京福エージェンシー     15百万円 
     計         822百万円 

  
          ――――――――― 

 
下記の関係会社の借入金等に対し、債務保証を行ってお
ります。 
  

京福バス㈱         405百万円  
京福タクシー㈱         8百万円 
㈱京福エージェンシー     15百万円 
     計         428百万円 
  

下記の関係会社の借入金に対し、保証予約を行っており
ます。 
   ㈱京福コミュニティサービス   36百万円 

  

  
 ７ 

  
商法施行規則第124条３号に規定する時価を付したこと

により増加した純資産額は35百万円であります。 

 
商法施行規則第124条３号に規定する時価を付したこと

により増加した純資産額は68百万円であります。   



  
 （損益計算書関係） 

  
  前へ  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年3月31日） 

  
※１．関係会社との取引にかかるものは次のとおりであ

ります。 
  

営業収益      797百万円 
営業費        142百万円 
受取利息       13百万円 
雑収入         5百万円 
固定資産売却益   118百万円 
資産処分損      44百万円 
固定資産売却損    17百万円 

 

※１．関係会社との取引にかかるものは次のとおりであ
ります。 

  
営業収益      814百万円 
営業費         89百万円 
受取利息       14百万円 
受取配当金      94百万円 
雑収入         5百万円 

  
※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  
土地        217百万円 
建物        212百万円 

 

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 
  

土地        272百万円 
  

※３．   ――――――――― ※３．越前線の一部廃線に伴う諸費用を計上しておりま
す。 

  

  
※４．当事業年度において、グループ会社の不動産事業
強化を目的として、当社において流動資産に計上し
ていた不動産の一部を売却しました。これに伴い発
生した売却による損失を計上しております。 

  

 

※４．   ――――――――― 

  
※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
  
   建物         0百万円 
   構築物        6百万円 
   機械装置       8百万円 
   その他        19百万円 

 

※５．   ――――――――― 

  
※６．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  
建物         17百万円 

 

※６．    ――――――――― 

   



（リース取引関係） 

  

 前へ   次へ 

  

前事業年度 

（自 平成16年４月 １日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月 １日 

至 平成18年３月31日） 

（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額  

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

  百万円 百万円 百万円   百万円 百万円 百万円 

兼業 

固定資産 
6 2 3 

兼業 

固定資産 
6 4 2 

各事業関連 

固定資産 
44 12 31 

各事業関連 

固定資産 
44 20 23 

合計 50 15 35 合計 50 24 25 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

  

同左 

  

  

（２）未経過リース料期末残高相当額 

  

   １年内      10百万円 

    １年超      25百万円  

    合 計      35百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

  

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

   １年内      10百万円 

    １年超      15百万円  

    合 計      25百万円 

同左 

  

  

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

  

   支払リース料   13百万円 

   減価償却費相当額 13百万円 

  

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額及び減損損失 

   支払リース料   10百万円 

   減価償却費相当額 10百万円 

  

（４）減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

  

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

（減損損失について） 

  リース資産に分配された減損損失はありません。 



  

  

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び、当事業年度（自 平成17年４月１日 至 

平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  
  
（税効果関係） 
  前事業年度

（平成17年３月31日）  
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

   （百万円）    （百万円）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳       

   繰延税金資産      

     賞与引当金損金算入限度超過額  14   14

     退職給付引当金損金算入限度超過額  36   29

     繰越欠損金  247   124

     販売用不動産評価否認  18   5

     有価証券評価損  49   49

     貸倒引当金  1   1

     小計  367   226

   評価性引当金  △290   △43

    繰延税金資産合計  76   182

   繰延税金負債      

     固定資産圧縮積立金  △81   △85

     その他有価証券評価差額  △23   △45

     子会社合併差益  △126   △250

    繰延税金負債合計  △231   △381

   繰延税金資産（負債）の純額  △155   △199

     

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との間に重要な差異があるときの、当該差
異の原因となった主要な項目別の内訳 

前事業年度
（平成17年３月31日）  

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

   （％）   （％）
  法定実効税率  40.0   40.0
    （調整）       
   交際費等永久に損金に算入されない項目  1.0   0.8
   受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.3   △0.3

住民税等均等割等  1.4   1.3
評価性引当金  49.1   △31.3
その他  1.3   △3.6

   税効果会計適用後の法人税等の負担率  92.5   6.9

  



  

  
  
（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 
   
  
 前へ 

（１株当たり情報） 

前事業年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額          79円82銭 １株当たり純資産額          99円61銭

１株当たり当期純利益金額        1円20銭 １株当たり当期純利益金額       18円18銭

  
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
同   左 

   

注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 24 363 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

  （うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 24 363 

期中平均株式数（千株） 19,982 19,979 



④【附属明細表】 

   【有価証券明細表】 

   【株式】 

  

   【債券】 

  

  

   【その他】 

  

 

  
銘柄 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 その他 
有価証券 

東京電力㈱ 60,000 176

㈱京三製作所 193,190 84

京阪福井国際カントリー㈱ 985 78

㈱京都銀行 34,225 48

比叡山自動車道㈱ 39,360 44

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 19 34

奧比叡参詣自動車道㈱ 20,000 10

㈱京都新聞社 184,674 8

三井トラスト・ホールディングス㈱ 4,818 8

嵐山温泉開発㈱ 600 6

その他12銘柄 33,590 16

計 571,461 516

  
該当事項はありません。 

  
種類及び銘柄

投資口数等
（口） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

有価証券 その他 
有価証券 

譲渡性預金 ― 1,050

ニッセイＴＡＡ株３０ 200 2

小計 200 1,052

投資有価証券 その他 
有価証券 

ニッセイ外国短期債 532 5

京都・滋賀インデックスファンド 10,000 117

小計 10,532 123

計 10,732 1,175



  
   【有形固定資産等明細表】 

  

  

  

  

  

  

  

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当  期 
償 却 額 
（百万円） 

差引当期末
残   高 
（百万円） 

有形固定資産           

土地 2,063 0 54 2,009 ― ― 2,009

建物 10,436 131 60 10,507 5,056 319 5,450

 構築物 4,381 101 28 4,455 2,547 109 1,907

 車両 1,628 17 1 1,644 1,368 48 276

 機械装置 716 24 18 722 419 46 302

 工具器具備品 897 37 64 870 709 40 161

 雑施設 31 ― ― 31 28 0 3

 建設仮勘定 ― 273 273 ― ― ― ―

有形固定資産計 20,156 586 500 20,242 10,130 565 10,111

無形固定資産           

 水道施設利用権外 ― ― ― 2 0 0 1

 借地権外 ― ― ― 48 ― ― 48

 ソフトウェア ― ― ― 75 43 16 31

無形固定資産計 ― ― ― 125 44 16 81

長期前払費用 1 ― ― 1 0 0 0

繰延資産           

 社債発行費 77 31 ― 109 64 37 44

  繰延資産計 77 31 ― 109 64 37 44

  
（注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

  
  建物 三国観光ホテル改修工事

三国競艇場施設改修工事 
80百万円 
41百万円 

  構築物 嵐山線コンクリート合成枕木化工事
嵐山線重軌条交換工事 
嵐山線ＡＴＳ増設工事 

34百万円 
24百万円 
21百万円 

  機械装置 鋼索線曳索取替工事 15百万円 
  工具器具備品 三国競艇場施設改修工事 33百万円 
       

２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。
  土地 喜鶴亭売却 52百万円 
  建物 喜鶴亭売却 

三国競艇場施設改修に伴う旧資産除却 
34百万円 
9百万円 

  構築物 嵐山線重軌条交換工事に伴う旧資産除却 13百万円 
  機械装置 鋼索線曳索取替工事に伴う旧資産除却 13百万円 
  工具器具備品 三国競艇場施設改修に伴う旧資産除却 56百万円 
       

３．なお、無形固定資産の金額が総資産の100分の１以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及
び「当期減少額」の記載を省略しております。 

  



 



  

  【資本金等明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 1,000 ― ― 1,000

資本金のう
ち既発行株
式 

普通株式（注）１ （株） （20,000,000） （―） （―） （20,000,000）

普通株式 （百万円） 1,000 ― ― 1,000

計 （株） （20,000,000） （―） （―） （20,000,000）

計 （百万円） 1,000 ― ― 1,000

資本準備金
及びその他
資本剰余金 

（資本準備金） （百万円） 270 ― ― 270

計 （百万円） 270 ― ― 270

利益準備金
及び任意積
立金 

（利益準備金） （百万円） 46 ― ― 46

（任意積立金） 
固定資産圧縮積立金 
（注）２ 

 
（百万円） 
  

91 39 8 122

計 （百万円） 137 39 8 168

 （注）１．当期末における自己株式数は、20,689株であります。

    ２．当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。

  

   【引当金明細表】 

区分 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 4 1 ― 1 4 

賞与引当金 35 35 35 ― 35 

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。



（２）【主な資産及び負債の内容】 

  ① 流動資産    

  

 

イ．現金及び預金 

区分 金額（百万円） 

現金 10 

預金   

   当座預金 287 

 普通預金 59 

小計 346 

合計 357 

  

  ロ．未収運賃 

区分 金額（百万円） 

  鋼索線 0 

  嵐山線 11 

  架空索道 0 

合計 12 

  

 ハ．未収金 

区分 金額（百万円） 

  補助金 34 

  その他 4 

合計 39 

  

ニ．未収収益 

区分 金額(百万円) 

  土地建物業収入 47 

  沿線諸事業収入 20 

  鉄軌道事業収入 8 

  その他 4 

合計 81 



    

  

 

ホ．販売土地及び建物 

区分 面積 金額（百万円） 

土地 ㎡   

  京都府 177 0 

    福井県 16,509 87 

合計 16,686 87 

  

  ヘ．貯蔵品 

区分 金額（百万円） 

  工事用品 13 

  諸券 3 

  事務及び事務用品等 3 

合計 19 



  

②固定資産 

イ．関係会社株式 

  

 

区分 金額（百万円） 

  京福バス㈱ 320 

  京福興産㈱ 304 

  京都バス㈱ 97 

  三国観光産業㈱ 82 

  福井交通㈱ 80 

  京福タクシー㈱ 68 

  ㈱京福コミュニティサービス 55 

  ケイカン交通㈱ 32 

  京福商事㈱ 15 

  第一技術開発㈱ 12 

  ㈱京福エージェンシー 10 

合計 1,078 

  

ロ．関係会社長期貸付金 

区分 金額(百万円) 

  京福バス㈱ 907 

  ㈱京福コミュニティサービス 45 

  京福タクシー㈱ 10 

合計 962 



③流動負債 

イ．短期借入金 

  

 

相手先 金額（百万円） 

  ㈱みずほコーポレート銀行 740 

  ㈱京都銀行 300 

  みずほ信託銀行㈱ 300 

  住友信託銀行㈱ 260 

  ㈱滋賀銀行 200 

  ㈱三井住友銀行 200 

  ㈱福井銀行 80 

合計 2,080 

  

ロ．未払金 

 （イ）相手先別内訳 

相手先 金額(百万円) 

  住信リース㈱ 69 

 清田軌道工業㈱ 18 

  大同信号㈱ 12 

  ㈱京福コミュニティサービス 12 

  阪神車両メンテナンス㈱ 3 

  その他 34 

合計 151 

  

（ロ）内容別内訳 

区分 金額(百万円) 

  未払リース代 69 

  未払工事代 31 

  未払物品代 24 

  未払受託工事代 9 

  その他 16 

合計 151 



④固定負債 

 イ．社債 

   内訳は１ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 ⑤連結附属明細表 社債明細表に記載しておりま

す。 

  

ロ．長期借入金 

  

相手先 金額（百万円） 

日本生命保険相互会社 
（480） 
1,421 

  中央三井信託銀行㈱ 
（446） 
1,236 

  日本政策投資銀行 
（146） 
1,093 

  ㈱福井銀行 
（222） 
435 

  みずほ信託銀行㈱ 
（133） 
432 

  ㈱京都銀行 
（221） 
432 

  住友信託銀行㈱ 
（117） 
372 

  ㈱みずほコーポレート銀行 
（147） 
324 

  ㈱滋賀銀行 
（111） 
225 

合計 
（2,026） 
5,972 

（注） 金額欄上段（ ）書きの数字は、内数で貸借対照表日から起算して１年以内に返済す
る金額を示しており、貸借対照表において流動負債として計上しております。 

  

（３）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

  

 

決算期   ３月31日 

定時株主総会   ６月中 

基準日   ３月31日 

株券の種類   １株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券 

中間配当基準日   ９月30日 

１単元の株式数   1,000株 

株式の名義書換      

  取扱場所   東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社本店 

  株主名簿管理人   中央三井信託銀行株式会社 

  取次所   中央三井信託銀行株式会社全国各支店 

日本証券代行株式会社本支店 

  名義書換手数料   無料 

  新券交付手数料   株券１枚につき50円（ほかに印紙税相当額） 

単元未満株式の買取り     

  取扱場所   東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社本店 

  株主名簿管理人   中央三井信託銀行株式会社 

  取次所   中央三井信託銀行株式会社全国各支店 

日本証券代行株式会社本支店 

  買取手数料   株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法   京都市において発行する  京都新聞 

株主に対する特典   5,900株以上 嵐山線・鋼索線優待乗車証１枚 

    9,600株以上 京福バス回数乗車券70枚 

    12,000株以上 嵐山線・鋼索線優待乗車証１枚、京福バス回数乗車券70

枚。または京福バス全線優待乗車証１枚（ご希望によりい

ずれか選択） 

    19,200株以上 電車・バス（嵐山線・鋼索線・京福バス）全線共通優待乗

車証１枚（高速バス及び特定路線を除く） 

        



第７【提出会社の参考情報】 

  

  １【提出会社の親会社等の情報】 

  

  ２【その他の参考情報】 

  

    当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

 

 当社は、企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和48年大蔵省令第５号）第三様式 記載上の注意

（49）ｅに規定する親会社等はありません。 

（１） 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第99期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

    平成17年６月27日近畿財務局長に提出 

（２） 半期報告書 

（第100期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

    平成17年12月21日近畿財務局長に提出 

    

      



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  



  

独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月27日 

  

京福電気鉄道株式会社 

 取締役会 御中 

  

  あ ず さ 監 査 法 人   

  指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 郷田 紀明 ㊞ 

  指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 山川 雄二 ㊞ 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている京福電気鉄道株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結
会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、
連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表
の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を
表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的
な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務
諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための
合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、京福電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
追記情報 
 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．（６）ハ．に記載されているとおり、
会社は、当連結会計年度より社債発行費について、支出時に全額費用処理する方法から、繰延
資産に計上し商法施行規則に基づき均等償却する方法に変更した。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



  

独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日 

  

京福電気鉄道株式会社 

 取締役会 御中 

  

  あ ず さ 監 査 法 人   

  指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 郷田 紀明 ㊞ 

  指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 山川 雄二 ㊞ 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている京福電気鉄道株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結
会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、
連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表
の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を
表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的
な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務
諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための
合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、京福電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
追記情報 
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．（６）ロ．に記載されているとおり、
会社は、当連結会計年度よりバス事業において設備購入補助のための国庫補助金等により取得
した資産について、取得原価から国庫補助金等相当額を直接減額したうえで、当該資産を固定
資産に計上する方法から、国庫補助金等相当額は直接減額せず、国庫補助金等により取得した
資産を取得原価で固定資産に計上する方法に変更した。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



  

独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月27日 

  

京福電気鉄道株式会社 

 取締役会 御中 

  

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 郷田 紀明 ㊞ 

  指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 山川 雄二 ㊞ 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている京福電気鉄道株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第99
期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表
について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の
立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保
証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及
びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表
示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な
基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、京福電気鉄道株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって
終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
追記情報 
 重要な会計方針３．に記載されているとおり、会社は、当事業年度より社債発行費につい
て、支出時に全額費用処理する方法から、繰延資産に計上し商法施行規則に基づき均等償却す
る方法に変更した。 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



  

独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日 

  

京福電気鉄道株式会社 

 取締役会 御中 

  

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 郷田 紀明 ㊞ 

  指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 山川 雄二 ㊞ 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている京福電気鉄道株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第100
期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表
について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の
立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保
証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及
びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表
示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な
基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、京福電気鉄道株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって
終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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